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事業を通じた持続可能な社会の実現への貢献

日頃よりTMEICグループの活動にご理解とご支援をいただ

き、心より御礼申し上げます。

TMEICグループは、創業以来「産業システムインテグレー

タとして、お客様との信頼関係を築き、グローバル社会の持続

的な発展に貢献します。」という企業理念のもと、広範なエンド

マーケットに、社会の要請や顧客ニーズに応える製品・ソリュー

ションを提供し、産業の進化と社会の発展に貢献してきました。

地球環境及び社会が直面する課題の解決が喫緊のテーマと

なっている中、特に持続可能なカーボンニュートラル社会の実

現は、最も重要な社会課題の一つです。

TMEICグループの保有する技術・製品・ソリューションは、社

会及び産業のあらゆる領域において、脱炭素化を加速させてお

り、我々の事業活動は、産業・社会の持続可能性の追求に直結

するものと考えています。

この変革の時代において、TMEICグループは、社会課題の

解決に貢献する重要な責務を担っていることを深く認識し、そ

の責任を果たしていきます。

創立20周年を機にさらなる発展と成長を目指す

TMEICは、2023年に設立20周年を迎えたことを機に、2030年に向けた経営ビジョンである「Growth20」を策定しました。

「Growth20」は、「グローバル事業の拡大」、「新事業の育成加速」、「基盤事業の着実な拡大」の3つの成長戦略を柱としています。ま

たSDGsを軸に、「企業価値の向上」、「成長基盤の強化」といった「経営基盤の強化」にも取り組んでいます。

成長戦略は、順調に進捗しています。2024年度は、グローバルベースで売上高・利益ともに過去最高を更新し、受注高も初めて

4,000億円を突破しました。

特に成長を牽引しているのはグローバル事業です。北米市場では大規模太陽光発電システム用パワーコンディショナ（PV-PCS）や、デ

ータセンター向け無停電電源装置（UPS）の需要が旺盛で、受注も好調に推移しています。PV-PCSについては、現地工場を短期間で立

ち上げ、2024年10月から量産を開始しました。また、データセンター建設ラッシュへの対応として、パワーエレクトロニクス機器の生産工

場を新たに建設中です。北米以外でも、インド・欧州・韓国での販売拠点拡充など、更なる成長に向けての体制整備を着実に進めています。

新事業においても、多くの成果を上げました。製鋼用アーク炉向け新電源システム「CleanArc」や、電化タグボート向け「電気推

進システム」などを新規に開発し、初号機を受注しました。この電気推進システムには、新規に開発された大容量高効率リラクタンス

モータ、小型水冷ドライブ装置、エネルギーマネジメントシステムが適用されています。また、「水素製造用 IGBT 方式整流器」も、

実証プラントを中心に複数の受注を獲得しました。これらは、いずれもカーボンニュートラル社会の実現に向け、大きな貢献を期待し

ている製品・技術です。

また、TMEICグループは、グローバルに展開する事業拠点を活かし、日本国内のみならず、世界各地の開発能力とリソースを連

携させた開発体制（GDN：Global Development Network）の構築に取り組んでいます。地域ニーズに即した製品開発を強化す

るとともに、開発リソースの確保・拡充、開発スピードの加速、グローバル拠点の技術力向上などを目指すとともに、それらを有機的

に連携した開発ネットワークを構築し、グループ全体の総合的な開発力向上を図ります。

取締役社長

「 カ ー ボンニュートラ ル 社 会 の 実 現 」
に向 け 変 革・成 長 を 加 速

社長メッセージ
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サステナビリティ活動への取組強化

TMEICグループは、技術開発や製品提供に限らず、環境・

社会・ガバナンスの各分野での取組も強化してきました。

経営ビジョンや使命を達成するためには、様々な経営資源の

強化が必要であり、近年、最も注力しているのが、「人」への

投資です。

成長に必要な人員を確保し、多様な研修プログラムの整備、

従業員ごとに育成プログラムを立案するなど、成長の機会を提

供することで、質・量合わせた総合力の底上げを図っています。

加えて、Well-Being施策や働き方改革、多様な人材の活用

などを進め、社員一人ひとりが自律的に活躍できる環境を整え

ることで、企業として持続的に成長できる基盤を作り上げます。

上記の人的資本に関する取組のみならず、サステナビリティ

全般においても継続的な深化を進めています。特に環境、人権、

調達、社会貢献については、重点対応分野と位置付け、それ

ぞれ分科会を設置し、取組を強化しています。

変革・成長を主導し、「世界を、次へ。」

TMEICグループは、世界が直面する課題に対し、技術・製

品とソリューションで応える企業でありたいと考えています。

社会課題を挑戦の機会と捉え、変革と成長を主導し、未来の

ものづくりや次世代エネルギーを共に創造していきます。

そのために、今後もサステナビリティを経営の中核に据え、

技術力・製品力に加えて、人材力、現場力、そしてグローバル

な視点を磨き続け、社会やお客様と共に成長し、「カーボンニ

ュートラル社会の実現」に貢献する使命を果たしてまいります。

今後とも、ステークホルダーの皆様と共に、持続可能な未

来の創造に取り組んでまいります。

TMEIC のサステナビリティ 環境 社会 ガバナンス データ集
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サステナビリティを企業価値の中核に

マテリアリティの再定義と価値創造の深化

TMEICグループは、サステナビリティを「企業の社会的責任」であるとともに、「持続的成長

の源泉」として位置づけています。TMEICグループの企業理念、すなわち「産業システムイン

テグレータとして、お客様との信頼関係を築き、グローバル社会の持続的な発展に貢献します。」

に示しているとおり、環境・社会・経済の持続可能性の共存を追求する企業を目指しています。

今般、サステナビリティに関する取組のさらなる深化に向けて、活動の枠組みを見直すべく、

マテリアリティ（重要課題）の再設定と価値創造ストーリーの再構築を行いました。見直しの背

景は、体系的なサステナビリティへの取組を本格的に始めた2020年から約5年が経過し、社会

的要請や事業環境が大きく変化していることです。特に、マテリアリティについては、国際的な

サステナビリティ開示規制であるCSRD（Corporate Sustainability Reporting Directive、

企業サステナビリティ報告指令）やESG評価機関の視点も踏まえ、財務的影響と環境・社会へ

のインパクトの両面から、ダブルマテリアリティの観点で再定義を行いました。

新たに掲げたマテリアリティは、以下の4領域です：

1. 産業・社会の発展と革新

2. 持続可能な地球環境

3. あらゆる人々の尊重と活躍

4. 公正で誠実な経営

特に「産業・社会の発展と革新」は、イノベーションを通じて社会インフラに価値を創出する

という、TMEICグループの根幹的な使命を反映したものです。これは、社長メッセージで語ら

れている「Growth20」戦略の柱とも連動しており、技術革新により社会課題の解決を目指す、

企業活動の方向性を明確に示しています。

サステナビリティ担当役員のメッセージ

取締役・執行役員・経営企画本部長　　西原 平

TMEIC のサステナビリティ 環境 社会 ガバナンス データ集

6TMEICグループ SUSTAINABILITY REPORT 2025



サステナビリティの取組を通じた企業価値の向上

TMEICグループはこれまで、技術開発や製品提供に限ら

ず、環境・社会・ガバナンスに関する取組を誠実に実行し、

企業文化として定着させてきました。一方で、社会との関係

性が多様化し、複雑さを増す中で、こうした日々の取組を丁

寧に伝えることの重要性を強く感じています。今回のサステ

ナビリティレポートでは、開示の形式を見直すと同時に、環

境・社会・ガバナンスそれぞれの活動についても、より実効

性のある内容へと深化させました。

環境分野ではTCFD（Task Force on Climate-related 

Financial Disclosures、気候関連財務情報開示タスクフォ

ース）の枠組みに沿った推進体制を整備し、気候変動に関す

るリスクと機会への対応を明示するなど、取組の質と開示の

透明性の向上に取り組んでいます。社会分野ではワークライ

フバランスの向上や人材の育成を通じて社員一人ひとりが自

律的に活躍できる環境づくりを進めており、ガバナンス分野

では内部統制制度の運用強化を通じて、持続可能な経営基

盤の整備を進めています。こうした変化は、持続可能な未来

に向けた企業の責任と行動をより確かなものにするための一

歩です。

ステークホルダーの皆さまへのメッセージ

TMEICグループは、企業理念に掲げるとおり、社会課題

の解決に真摯に向き合い、誠実な企業活動を通じて持続可

能な未来の実現に貢献してまいります。サステナビリティは、

企業が社会と共に歩むための基盤であり、事業活動の根幹

です。本レポートを通じて、TMEICグループにおける取組へ

の理解が深まり、ステークホルダーの皆さまとの信頼関係が

一層強まることを願っています。

TMEIC のサステナビリティ 環境 社会 ガバナンス データ集
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1. 経営の原点として“現場主義”を徹底します。

2.“お客様の信頼”を高める、心の通った技術を創造します。

3. 高付加価値、高品質のシステム・製品・サービスを提供します。

4. 社員一人ひとりの“能力と気概と挑戦”を大切にします。

5. 良き企業市民として、社会規範を遵守します。

1. ブランドメッセージ

TMEICは、高品質で先進的な製品・技術・エンジニアリングにより困難な課題に挑戦し、産業シ

ステムにおけるグローバルパートナーとして、お客様と共に発展し、社会の原動力となっていきます。

2.お客様に提供するTMEICブランドの価値

TMEICはお客様の「ものづくり」と「環境マネジメント」に貢献するソリューションエンジニ

アリングと、それを実現するための高品質な製品・シス

テムをご提供します。

このために、TMEICは産業市場に集中してイノベー

ションを起こし、課題に対し建設的に取り組みながら、

お客様と共に持続して進化することを目指します。

3.コーポレートマーク及びタグライン

ブランドマークは「ARROW」をコンセプトとし、実現への弛まぬ意志と新たな挑戦への情

熱を持ち、常に先を追及し続けるTMEICの姿勢をモチーフにしたデザインです。 タグライン

「We drive industry」は、TMEICが産業の原動力となるシステムを通して、お客様と社会の

進歩に貢献する意志を表現しています。

4.ブランド戦略を実現するための重点施策

(1)お客様のソリューションパートナーとして、現場主義を徹底します。

(2)�当社のコアコンピタンスであるエンジニアリング力とモータ＆ドライブ技術のイノベーション

を進めていきます。

(3)�グローバルネットワークの拡充とグループ内連携により、グローバルサポート体制を強化します。

TMEICグループは、社会から信頼される企業集団となることをめざし、高付加価値、高品質

のシステム・製品・技術・サービスを提供することによりお客様及び持続可能な社会の実現に貢

献することを企業理念に掲げています。

TMEICグループは、産業システムインテグレータとして、お客様との信頼関係を築き、
グロー バル社会の持続的な発展に貢献します 。

TMEICグループの理念体系

経営方針

TMEICグループ行動基準

1. 人権の尊重

2. 	お客様の尊重

3. 	調達活動

4. 	生産・技術活動及び品質活動

5. 	営業活動

6. 	独占禁止法・官公庁取引規制などの遵守

7. 	贈賄の禁止

8. 	環境活動

9. 	輸出管理

10. 	反社会的勢力の排除

	11. 	技術者倫理の遵守

	12. 	知的財産権の尊重

	13. 	適正な会計

	14. 	広報活動

	15. 	広告活動

	16. 	職場環境の整備

	17. 	情報セキュリティ

	18. 	会社財産の保全・利益相反行為の禁止

	19. 	教育活動

	20. 	社会とのかかわり

TMEICブランドについて

企業理念

TMEIC のサステナビリティ 環境 社会 ガバナンス データ集
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価値創造ストーリー
TMEICグループは、化学・素材、石油、食品・飲料、自動車、紙パルプ、港湾領域などの安定的成長が見込まれる市場に事業を展開しています。
また、水素関連領域、電炉転換需要が見込まれる鉄鋼関連領域、防衛力強化や電化進展が見込まれる船舶領域、投資増加が見込まれる半導体
領域など高成長が期待される市場にも注力しています。加えて、東芝・三菱電機グループ商流を通じ電力・社会インフラ領域にも製品・サービ
スを提供しています。このように、TMEICグループは広範なエンドマーケットに対してグローバルに事業展開し、多種多様な製品・ソリューショ
ンを供給することで、お客様との信頼関係を築き、グローバル社会の持続的な発展に貢献するとともに、企業価値の持続的向上を図ります。

TMEIC のサステナビリティ 環境 社会 ガバナンス データ集

9TMEICグループ SUSTAINABILITY REPORT 2025



1.マテリアリティ

TMEICは、サステナビリティを重視した事業活動の展開という方針に基づき、SSBJ基準やGRIスタンダードなどの国内外のガイドラインを参考にマテリアリティを特定しました。具体的には、定

量的なデータと多角的な視点を組み合わせた４つのステップにより、網羅性と妥当性を重視したプロセスを採用しました。

サステナビリティマネジメント
TMEICグループは、「産業システムインテグレータとして、お客様との信頼関係を築き、グローバル社会の持続的な発展に貢献します。」という企業理念のもと、サステナビリティを経営
の中核に据え、事業活動を展開しています。気候変動や資源制約、エネルギー転換など、現代社会が直面する課題はますます複雑化しています。こうした課題に対し、TMEICグループ
は技術革新と価値創造によって持続可能な社会の実現に貢献することを使命としています。この使命のもと、マテリアリティ（重要課題）の特定と目標設定を起点に、全社的な推進体制
の構築、社員への教育・研修、ステークホルダーとの対話など、組織横断的なサステナビリティマネジメントを推進しています。これらの取組を通じて、社会からの信頼を獲得し、持続可
能な未来の実現に貢献します。

小	 中� 大
Financial Materiality
自社への財務的影響

大

中

小

Im
pact M

ateriality

環
境
・
社
会
へ
の
影
響

ダブルマテリアリティのイメージ

国内外ガイドラインなどをもとに、
社会課題・要請をロングリスト化
・SSBJ（サステナビリティ基準委員会）基準
・CSRD（企業サステナビリティ報告指令）
・TCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）
・�GRI（グローバル・レポーティング・イニシアチブ）

スタンダード　・ISO26000　・ESG評価機関

STEP1 社会課題・要請の収集

法規制における開示要請、ESG評価機関における各
業界ごとの課題の重みづけ、及び類似業態企業にお
ける近年のリスク事象などに基づいた優先順位づけ

STEP2 課題の優先順位付け

「環境・社会への影響」の軸に、SSBJ基準などの国内
外ガイドラインにおいても求められる「自社への財
務的影響」の軸を加えた2軸で、抽出されたマテリア
リティ候補項目について評価（ダブルマテリアリティ）

STEP3 インパクト評価

STEP1〜3のプロセスに加えて、TMEICとして重
要と考えられるマテリアリティを追加したほか、
経営層により妥当性について検証

STEP4 妥当性確認

1. エネルギー
2. 気候変動
3. 汚染一般
4. 原材料・化学物質・廃棄物
5. 人権
6. 労働条件
7. �キャリアマネジメントと教育
8. DE&I
9. 労働安全衛生

10. �データ保護及びプライバシー

11. 反競争的行為
12. 責任ある情報管理
13. 腐敗防止
14. �（他社を含む）知的財産権の尊重
15. 責任ある調達活動
16. �支払慣行を含むサプライヤー

との関係管理
17. 品質・顧客の安全衛生
18. �製品・サービスの情報・アクセス

TMEIC のサステナビリティ 環境 社会 ガバナンス データ集
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■特定したマテリアリティ

TMEICとして特定したマテリアリティを実現するために、方針・取組として8つのサブマテリアリティを設定しました。各サブマテリアリティに紐づける形で、目標・KPIを設定し、取組を推進しています。

マテリアリティ
社会・産業の
あるべき姿

サブマテリアリティ
マテリアリティ実現のための
TMEIC の方針・取組

関連するSDGs 目標 進捗（2024年度）

産業・社会の
発展と革新

イノベーションの推進による
産業・社会インフラにおける
価値創造

• グローバル事業売上高（グループ）※ 2025年度：1,900億円

※海外関係会社の売上高合計（会社間取引調整後）。

• 新規＋サービス売上高（グループ）	 2025年度：1,060億円

• 研究開発費（グループ）：	 2025年度：130億円

• 1,560億円

• 950億円

• 110億円

持続可能な
地球環境

カーボンニュートラル
社会実現への貢献

• Scope 1、2、3における温室効果ガス排出量削減（基準年：2020年）
• Scope 1及びScope 2：2030年までに42％削減（総量ベース）
• Scope 3：2030年までに52.56％削減（付加価値ベース）

• 事業活動におけるエネルギー消費量削減
　（中長期的に見て年平均1％以上のエネルギー消費原単位の低減）

• 環境データ （P.57）

資源の循環活用と負荷低減 • 廃棄物処理法などの法規動向を踏まえた管理徹底 • 各種廃棄物処理量・発生量 （P.58）

あらゆる人々の
尊重と活躍

人権の尊重
• 国際規範に則った人権デュー・ディリジェンスの定着

• 従業員に対する人権教育の継続

• 人権デュー・ディリジェンス実施割合：100％

• 人権教育受講率：100％

職場の安全と働きがいの向上

• 従業員の安心・安全　• 重篤災害ゼロ

• 人的資本強化への投資継続
　（採用強化・グローバル人材活用など＋育成強化）

• 従業員エンゲージメント肯定的回答率※ 2025年度：56％

※�回答を4つの区分（①非常にエンゲージしている、②エンゲージしている、③ややエ
ンゲージしている、④エンゲージしていない）に分けた際の、①～③の割合。

• 死亡災害件数：0件　• 休業災害件数：2件

• 従業員一人当たりの受講時間：8.9時間
• 従業員一人当たりの教育・講習会費：65,800円

• 54％（2022年度）

公正で誠実な
経営

コーポレートガバナンスの
強化とコンプライアンスの徹底

• 新しいリスク管理手法の定着
• コンプライアンス教育の継続的実施

• 輸出管理一般教育受講率：100%
• 営業コンプライアンス教育受講率：100%
• 「TMEICグループ行動基準」教育受講率：100%

責任ある調達の推進
• TMEIC CSR調達ガイドライン同意状況	 2025年度：100%

• セルフアセスメント質問表（SAQ）回答状況	 2025年度：100%

• 100％

• 100％

品質・信頼性・安全性の確保 • 品質方針に従った品質保証活動の推進 • 全社品質方針（P.54）

TMEIC のサステナビリティ 環境 社会 ガバナンス データ集
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２．サステナビリティ推進体制

サステナビリティ委員会
TMEICグループでは、サステナビリティに関する取組を全社的に推進するため、「サステナ

ビリティ委員会」を設置しています。本委員会は、サステナビリティ担当役員を委員長とし、経

営企画本部が事務局を務め、指名されたメンバーで構成されています。また、重点活動分野へ

の取組を強化するため、サステナビリティ委員会傘下にカーボンニュートラル分科会・人権分科

会・サステナブル調達分科会・フィランソロピー分科会を配置し、担当スタッフ部門を中心に活

動を推進しています。

委員会は原則として四半期に1回開催され、サステナビリティに関する基本方針やレポートの改

訂方針、分科会の活動状況などについて報告を受け、審議・承認を行います。また、委員長は

年に1回、委員会で審議された重要事項を執行委員会及び取締役会に報告し、経営層からの監

督・助言を受けています。

執行役員会

取締役会

サステナビリティ委員会

報告

報告

監督・助言

監督・助言

連携・情報共有

委員長：サステナビリティ担当役員
事務局：経営企画本部

フィランソロピー
分科会

サステナブル調達
分科会

人権分科会
カーボンニュートラル

分科会

各スタッフ部 各事業部 国内外関係会社

分科会名称 主な議題
カーボンニュートラル分科会 TMEICグループにおけるカーボンニュートラルに関する取組の推進

人権分科会 TMEICグループにおける人権尊重の取組の推進

サステナブル調達分科会 TMEICグループにおけるサステナブル調達に関する取組の推進

フィランソロピー分科会 TMEICグループにおける社会貢献活動の推進

３．従業員への浸透

従業員のサステナビリティ意識の向上に向けた取組
企業理念及びTMEIC グループ行動基準に定めるTMEIC グループのサステナビリティの考え

方を従業員に徹底し、積極的な取組を促すために研修を実施しています。半期ごとに開催する全

従業員に向けた経営方針説明会において、カーボンニュートラル社会

への貢献をはじめとするサステナビリティへの取組を企業価値を高める

ための重要な施策として明示しているほか、経営幹部や新入社員など

の各階層別研修においても、理解の浸透を図っています。

４．ステークホルダー・エンゲージメント

ステークホルダー・エンゲージメント
TMEICグループは企業活動を継続する上で影響の大きいお客様やサプライヤー、地域社会、

行政機関、株主、従業員、学術団体・研究機関を主要なステークホルダーと捉えています。ス

テークホルダーとは定期的又は必要に応じて連絡などを行い、積極的に対話を実施しています。

また、各部門や担当者の職務範囲・責任・権限を明確に定めるほか、寄付や社外団体加入など

に関する規則を定めています。

ステークホルダー 主な課題 主な窓口となる部門 コミュニケーションの手段

お客様
・お客様満足度の向上
・商品の安全性、品質の確保
・お客様への対応、サポート

・営業部門
・品質部門

営業活動、ウェブサイト、展示会、問い合わ
せ窓口、メディア・CM

サプライヤー ・公平・公正な取引の徹底 ・資材部門
調達活動、サプライヤー説明会、サステナビ
リティに関する調達説明

地域社会 ・地域社会への交流・貢献 ・総務部門
本業での貢献、ボランティア活動（地域コミュ
ニティへの貢献、寄付、NPO 法人の活動への
参加）への参画、大学への授業提供、工場見学

行政機関 ・法規制への対応
・事業部門
・総務部門

業界団体・経済団体の活動への参画、官公庁
との意見交換会

株主
・適時適正な情報開示
・企業価値の向上

・経営企画部門
・経理部門
・法務部門

株主総会、事業戦略説明

従業員
・労働安全衛生の推進
・人権の尊重
・人材育成

・人事部門
・法務部門

イントラネット、社内報、各種教育、従業員
サーベイ、組合との対話会、リスク相談ホッ
トライン

学術団体・研究
機関

・�最新技術動向の把握・吸収 ・事業部門
国際学会へのスポンサーシップ及び定期的な
参加

TMEIC のサステナビリティ 環境 社会 ガバナンス データ集
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表彰・認定の取得状況

評価機関 概要

EcoVadisによるサステナビリティ評価：
総合スコア58点（パーセンタイル63位） 2025年1月、TMEICグループはEcoVadis社の評価を受審し、

特に以下の分野で高評価を獲得しました：
・�環境分野（65点）：ISO14001認証取得、SBTへの支持、

再生可能エネルギー導入などの取組。
・�持続可能な資材調達（61点）：サプライチェーンにおける環

境・社会的配慮、取引先評価、苦情処理体制の整備など。

LEED認証を受けた建物での事業活動

TMEIC Corporat ion Americas及びその子会社である
TMEIC Port Technologies, S.L.U.は、持続可能性を重視し、
LEED認証を受けた建物を拠点としています。

表彰・認定の取得状況

評価機関 概要

MUFG ESG評価：「A」（特に進んでいるESG経営） TMEICグループのサステナビリティへの取組は国内
企業からも評価を受けています。2024年10月には、
MUFG ESG評価において、「特に進んでいる」の評
価であるAランクを取得しました。環境・社会・ガ
バナンスの各分野において、トップマネジメントの
コミットメント、環境調和型製品の提供、人権方針
の策定、コーポレートガバナンスの強化などが高く
評価されています。

参加するイニシアチブ

評価機関 概要

SBTi
2023年10月、TMEIC グループの温室効果ガス排出削減目
標に対し、SBTi（Science Based Targets initiative）から
の認定を取得しました。

TCFDコンソーシアム 2025年3月、TMEICはTCFDコンソーシアムへ入会し、
TCFD（Task Force on Climate-related Financial 
Disclosures、気候関連財務情報開示タスクフォース）へ賛
同しました。

GXリーグ
2024年4月、TMEICは、経済産業省が主導するグリーント
ランスフォーメーション（GX）を目指す枠組みである「GX
リーグ」に参画しました。

外部表彰

表彰元 表彰内容・受賞名 概要

全米鉄鋼技術協会（AIST）AISTech2024 Best Paper Award 熱間圧延ラインの不安定現象に関する技術論文が評価され、日本企業初の最優秀論文賞を受賞。TMEIC の高い制御とシミュレーションの技術力が評価されました。

日本電機工業会（JEMA）第73回 技術功績者表彰 優秀賞・奨励賞 世界最大級の連続定格トルクを実現した同期リラクタンスモータなど、複数の技術開発が評価され、応募企業の中で最多受賞企業となりました。

Frost & Sullivan社
　「Industrial Carbon-Neutral Solutions」

Company of the 
Year Award

従来から取り組んできた再生可能エネルギー分野での貢献に加え、パワーエレクトロニクスのコア技術を活用した新規ソリューション（水素製造用自励式整
流器、製鋼用アーク炉向け新電源システム「CleanArc」、ふ頭向け陸上給電システムなど）の開発・投入を通じ、産業分野の脱炭素化・電化市場をリードし
ていることが高く評価されました。

５．外部からの評価

TMEIC のサステナビリティ 環境 社会 ガバナンス データ集
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評価

評定認証番号

有効期限
年 月 日

初回評定日： 年 月 日

貴社の の取組は、弊社 評価における「特に進んでいる 経営」の ランクと
なります。

なお、本 評価の評定項目については、弊社の 経営コンサルティングに関する

の上、策
ノウハウをもとに

定しております。
、株式会社三菱 銀行及び株式会社日本格付研究所とともに協議

評評価価 評評定定書書

株式会社 様

貴社は、弊社における「 評価 」において、以下の 評
価を取得致しました。

三菱 リサーチ コンサルティング株式会社
代表取締役 池田 雅一



イノベーションの推進による産業・社会インフラにおける価値創造

事業を通じた産業・社会への貢献
TMEICは、2021年度の創立20周年を機に、次に迎える新たな10年の経営ビジョンであ

るGrowth20を定めました。Growth20は、2030年を目標年度とした成長戦略です。業績

面の計数目標として2030年度にグループ売上5,000億円を達成することを掲げています。

これらの経営目標の達成に向け、グローバル事業の拡大、新事業の育成加速、基盤事業の安定拡

大という、3つの成長戦略を展開します。また、成長に向けた投資・資源投入を積極的に行い、イノ

ベーションの推進を加速するとともに、成長を支えるための経営基盤の強化に継続して取り組みます。

現在までのところ、足元の業績はGrowth20を上回るペースで順調に推移しています。足

元の産業・社会インフラの市場環境についても、一部の市場で投資停滞の兆候はあるものの、

世界全体で見た需要環境は、引き続き好調を継続しています。

これを踏まえ、2025年度の中期計画も、Growth20をベースに、最新の事業環境や各種

施策の推進状況を踏まえ個別施策についてアップデート・進化させる形で策定しています。

TMEICグループは、Growth20の取組と経営目標の達成を通じ、産業・社会インフラにお

ける価値を創造し、産業や社会の発展に貢献します。

成長戦略の展開

グローバル
事業の拡大

新事業の
育成加速

基盤事業の
安定拡大

経営基盤の強化

SDGs

Environment

Presence

Well-being

Infrastructure

Human Resources

2050

カーボン
ニュートラル
達成へ

2030経営目標

グループ売上
5,000億

2025計画

グループ売上
3,900億

2024実績

グループ売上
3,602億

2023実績

グループ売上
3,168億

Growth20

Governance

グローバル事業の拡大
TMEICは会社設立以来、グローバル事業の推進に注力してきました。

各地域の市場環境や需要に合わせて製品・システム開発を行うとともに、世界の主要な市場に

販売・製造拠点を設立することで、地産地消でのビジネス展開を実現し、各地域のニーズに迅速

に対応できる体制の構築を進めてきました。

その結果、設立当初は3社だった関係会社は、2024年度末時点で16社に拡大し、TMEICか

らの輸出も含めた海外売上高比率は定常的に50%を超えて推移するなど、販売、エンジニアリン

グ、製造などの面で、グローバルでの事業運営体制の強化が進み、それが着実に成果につながっ

ています。

TMEICグループは、今後もGrowth20の経営目標の達成に向けた成長戦略の柱としてグロー

バル事業拡大に注力し、革新的な技術と卓越した製品・サービスの提供で、引き続きグローバル

での産業・社会の発展に貢献します。

新規事業の育成加速
現在、世界では、持続可能な社会の達成のため、カーボンニュートラル社会の実現に向けた

様々な取組が推進されています。

TMEICグループの技術領域にあたる電気エネルギーの分野でも、使用電力の高効率・省エ

ネルギー化対応や、再生可能エネルギーの拡大、電源の分散・長距離化に対応する電力系統ソ

リューション、AI・DX関連ソリューションなど、様々な新システム・ソリューションの需要が高ま

っています。

TMEICグループは、これらの新たな市場ニーズに対応するシステム・ソリューションの開発を

推進し、新規事業として育成加速することで、産業・社会の新たな課題の解決に貢献します。

産業・社会の発展と革新
TMEICグループは、産業システムインテグレータとして、社会インフラの発展に貢献することを企業の根幹的な使命と位置づけています。本章では、2030年に向けた成長戦略

「Growth20」を軸に、技術革新を通じて社会課題の解決を目指す取組を紹介します。これらの活動は、産業・社会の持続可能性の実現に向けた価値創造の一環であり、TMEICのサス
テナビリティ経営の柱のひとつです。

TMEIC のサステナビリティ 環境 社会 ガバナンス データ集

14TMEICグループ SUSTAINABILITY REPORT 2025



基盤事業の安定拡大
TMEICグループは、産業関連事業、環境関連事業、そして東芝・三菱電機を通じた電力・

社会インフラ事業など､ 幅広いエンドマーケットに多様な製品とシステムを提供してきました。

これらの事業活動を通じてイノベーションを追求し続けた成果として、世界最高水準の製品技

術と卓越したシステム・ソリューション力を獲得しました。また、その品質と信頼性により、顧客

との強固な信頼関係を築いています。

これらの事業は、TMEICグループの経営を支える基盤です。TMEICグループは、今後も基

盤事業に注力し続けることで、持続可能な成長と安定した収益を追求するとともに、顧客との

信頼関係をさらに強化していきます。

サービス事業への取組強化
TMEICグループは、製品・システムを供給した後も、顧客の様々なニーズに迅速かつ確実に

応えるための万全のサポート体制を整え、プラントや設備の安定操業に貢献してきました。

最新の製品・システム・DX技術を組み合わせることで、設備のライフサイクル全般にわたる

価値向上に貢献するソリューションを提供します。これらのサービス事業への取組強化は、顧客

に対する新たな価値創造に加え、TMEICグループの収益基盤の安定・拡大にも寄与します。

付加価値拡大に向けたイノベーションの追求
経済や環境の変化が加速する現代において、TMEICグループは、これからの様々な環境変

化を乗り越えるため、あらゆる経営活動の「イノベーション」への取組の強化を進めています。

販売活動、技術開発活動、生産活動、経営基盤活動など、あらゆる領域において「イノベーシ

ョン」を推進し、付加価値の高い製品・サービスの提供はもとより、お客様や社会にとってなく

てはならない存在として、TMEICグループの企業価値を向上させていきます。

高付加価値製品・サービスの開発推進
TMEICグループは、自社の強みである基礎技術を活用したシステムや製品群をもとに、お

客様にとって最適なソリューションを提供しています。近年では、IoT・AIなどを活用した高付

加価値製品・サービスの提供も開始し、さらなる強化を視野に、研究開発に取り組んでいます。

TMEICの日本国内でのシェアは、製造業プラント向け電機設備の分野を中心にトップクラス

を有しています。グローバルにおいてもトップシェアを目指し、製品の高品質化・高性能化・高

効率化はもとより、各地域向けの製品ラインアップの充実や、各国の規格やエネルギー事情や

電気事情に対応した製品の市場投入を進めています。またサービスやサポートも増強し、他社

を凌駕すべく研究開発を推進しています。また近年では、自社工場の生産技術革新によるスマ

ートデジタルファクトリー化による製品品質向上の一環として、ロボット（出荷検査など）や、

戦略的物流拠点の整備を進めるなど、自社生産工程のイノベーションも進めています。

グローバル研究開発体制の強化
TMEICでは、「研究開発業務に関する規程」などの全社規程を定めるとともに、年次で全社

開発方針を策定し、研究開発活動を管理しています。また各事業部門では、全社開発方針に定

める重点戦略や経営目標を考慮した将来像・方向性を踏まえて技術方針を策定し、それに基づ

き研究開発計画を立てて活動を推進しています。また、年に1回全社での開発成果報告会を実

施し、開発に関する情報を共有しています。特に、カーボンニュートラル関連・サービス事業・

DX関連の高付加価値化に向けた研究開発に注力しています。

また、TMEICグループ内で、グローバル連携強化や研究開発リソースの活用についての取

組強化を進めており、短期開発とともに、長期視点での研究開発テーマを発掘し、グローバル

で2025年度以降継続して毎年100億円超の研究開発費を投入する計画です。

■ グローバル研究開発拠点

研究開発拠点

国内
・�株式会社TMEIC（本社、府中事業所、京浜工場、神戸事業所、長崎事業所、赤穂工場、

KTC（Kobe Technology Development Center））

海外

・TMEIC Corporation Americas
・TMEIC China Corporation
・TMEIC Industrial Systems India Private Ltd.
・TMEIC Process Technology Application Centre Pty Ltd.

■ 研究開発カテゴリ一覧

①要素技術開発

②新市場創造開発

③新事業開発

④次世代技術開発

⑤競争力強化開発

⑥生産革新技術開発

⑦�カーボンニュートラル貢献製品開発

TMEIC のサステナビリティ 環境 社会 ガバナンス データ集
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知的財産
TMEICは知的財産の管理において、①知的財産権に関する法令を遵守すること、②自社の知的活動の成果を

積極的に保護・活用すること、③他社の知的財産権を尊重することを意識しており、行動基準にも規定しています。

また、昨今の海外事業の急成長に伴い、海外での知財力強化にも注力しています。ビジネスを展開している地

域での自社の技術を守るため、日本国内で取得した特許の海外出願だけではなく、現地法人の特許出願数を増や

すなど、TMEICグループのグローバルな知的財産の確保に取り組んでいます。TMEICは特許ポートフォリオの競

合優位性と総価値を客観的に評価するためにPatent Asset Index（PAI）※を指標として活動しています。

※存続中の有効特許を量と質で総合評価した指標。
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■ 地域別特許登録件数と特許総資産価値の推移

特許総資産価値は、特許分析ツール「PatentSight®」によりPAIを算出して評価。

産業•社会の発展と革新に貢献するＴＭＥＩＣの製品・システム・ソリューション

産業・プラント向け製品群

https://www.tmeic.co.jp/product/

■ 高効率モータ
省エネ法に定められる「トップランナー制度」の基準（IE3）に

対応した「プレミアム効率シリーズ」は、従来のTMEIC標準モー

タと比較して発生損失を約34％低減します。また、同基準を超え

るIE4クラスの製品「スーパープレミアム効率シリーズ」（自己始動

形誘導モータ）及び、IE5クラスの製品「ウルトラ効率・リラクタン

スモータ」についてもラインアップしています。さらに規制対象外

の高圧・防爆モータに関しても、高効率化に対する製品を既に販売

提供しています。

これら高効率化への取組に関し、2018年1月に省エネ大賞（平成29年度）の最高位とな

る経済産業大臣賞を受賞しています。

■ モータドライブ装置
　最先端のパワーエレクトロニクス技術・開発力により製品自体のエネルギ

ー効率を向上させることはもとより、お客様のニーズに合わせてシステムと

して提案することで、工場やプラント全体のエネルギー最適化に貢献してい

ます。例えば、自律調整機能（電圧安定化、周波数安定化、力率調整、

出力制御など）により、急激な負荷変動にも対応が可能となり、設備の運

用効率を向上させるだけでなく、エネルギー消費量の削減にも貢献します。

■ 無停電電源装置（UPS）

万一の停電時でも停まることの許されない重要機器を動かし続けるのが

「無停電電源装置（UPS）」です。万一の電源障害時、平時は商用電力か

らバッテリに充電していた電力を一定期間、供給することで、機器の安全な

シャットダウン、バックアップやデータ保護を可能にします。

■ 太陽光発電システム用パワーコンディショナ（PV-PCS）

日本国内で圧倒的なシェアを誇り、変換効率は業界トップレベルの99.0％

（SOLAR WARE Uの最大電力変換効率）を確保しています。日射量が少

ない条件下でも高い変換効率を発揮し、発電量の最大化に寄与しています。

TMEIC のサステナビリティ 環境 社会 ガバナンス データ集
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■ プラント用／電力系統用蓄電池システム

各種ソリューションを想定し、最適な電池容量、効率面、安全性、

電池寿命、安定稼働を考慮して開発した蓄電システムです。再生可

能エネルギーによる発電（太陽光／風力）と組み合わせることによ

り、不安定な発電出力を安定化させることができ、災害時や停電時

にも再生可能エネルギー発電（太陽光／風力）で供給される電力

を有効活用することが可能になります。

■ 水素製造用自励式整流器

従来のサイリスタ整流器では難しかった高調波レス、低リップル、

高力率・無効電力制御を実現した整流器です。水素製造プラントで

の安定的な水素製造に貢献する装置で、グリーン水素製造に不可

欠な再生可能エネルギー電源との親和性に優れ、従来のサイリス

タ式整流器と比較し入力電源の安定性を高めることが可能です。

■ オゾン発生装置

半導体には必ず絶縁膜が必要です。オゾンガスは、その絶縁膜を

作る際に欠かせない材料です。TMEICは、絶縁膜の品質低下の原

因となる「窒素」を全く使わずにオゾンガスを発生する装置を開発

しました。発売した2004年以来、世界中の半導体工場で採用され、

高品質な半導体の製造に貢献しています。

カーボンニュートラルシステム・ソリューション

https://www.tmeic.co.jp/product/

■ 産業オートメーションシステム
TMEICグループの産業オートメーションシステムは、最

先端テクノロジーに加え、プラント操業ノウハウと高度なプ

ロジェクト管理能力に基づき、高効率かつ高精度なプラント

制御とスマート化を実現します。

オートメーション、デジタライゼーション、現地工事を含

む制御システムを統合的に設計・導入し、カーボンニュート

ラル、省エネ、電化などの社会的課題に対し、産業全般に

わたる一気通貫のソリューションを提供します。また、設備

の運転データを活用し、異常予兆の検知や保全計画の最

適化を支援します。これにより、生産効率や製品品質の向

上、安定操業の実現に貢献し、設備のライフサイクル価値

を最大化します。

■ 港湾ソリューション

荷役・運搬用のクレーンを安全かつ的確に操作するため

の各種システムを提供しています。熟練オペレータのノウ

ハウを盛り込んだ最先端の運転支援技術により、着床時の

騒音や衝撃の軽減、吊荷の振れ角抑制、ブレーキや軌道

の制御など、お客様の作業の効率化や安全確保に貢献して

います。さらに、お客様の安全、操業効率、設備管理、省

エネ・カーボンニュートラルに貢献するべく、クレーン操業の見える化→理解／分析→予測→最

適化ソリューションという一連の流れの実現を目指し、開発を推進しています。現在、国内港湾

設備への適用に向けて、トライアル適用を推進中です。

TMEIC のサステナビリティ 環境 社会 ガバナンス データ集
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■ 電炉用電源ソリューション

電炉のCO₂排出量は高炉に比べてその約1/4であり、脱炭素時代に注目される製鉄プロセ

スですが、負荷変動に起因して発生するフリッカ、三相不平衡、高調波、力率低下といった電

源品質課題を考慮した電気品の仕様選定や運用の複雑な検討が必要です。TMEICグループは

昭和初めの電炉の国内導入当初から現在まで長きに渡り、電気炉用電気品・電源システムを提

供してきたノウハウ・実績があり多くのニーズに対応できます。また、パワーエレクトロニクス

技術を最大限に活用した「CleanArc」をスチールプランテック株式会社と共同開発し、電源

品質の改善と生産性向上の両面から課題解決に取り組むことで、カーボンニュートラル社会の

実現に貢献しています。

■ 船舶用電気推進システム

船舶業界においてもCO₂排出量削減のため、推進装置の電動化・ハイブリット化が推進され

ています。TMEICは、船舶向けのモータとドライブ装置の販売を開始し、船舶業界における脱

炭素化に貢献しています。

■ 船舶用陸上給電システム

港湾に停泊中に船舶で使用する発電機に代わり、陸上から電力を供給することで排出する

CO₂を削減する設備の導入が推進されています。TMEICは、電力会社から供給される電気の

周波数を船側の周波数に変換する周波数変換装置を開発し、横浜港へ納入済みです。

※日本初、周波数変換装置を備えた公共ふ頭向け陸上電力供給システムを受注
https://www.tmeic.co.jp/news_event/pressrelease/2024/20240122.pdf

出典：�NEDO委託事業「横浜港におけるカーボンニュートラルポート形成に向けた水素利活用システム 検討調査」
（2023年3月、受託者：横浜川崎国際港湾株式会社、横浜市、横浜港埠頭株式会社）」を基に作成

TMEIC のサステナビリティ 環境 社会 ガバナンス データ集
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環境マネジメント

環境基本方針
気候変動、資源枯渇、化学物質による汚染、生物多様性の消失など、環境問題は年々深刻

さを増しています。TMEICは、“かけがえのない地球”を健全な状態で次世代に引き継いでい

くことが社会の一員としての基本的責務であるという認識に立って、事業活動での環境負荷低

減と、地球環境負荷低減に貢献する製品・システムの提供により、社会の持続的な発展に貢献

していくことを「環境基本方針」に定め、全社で活動を推進しています。

環境管理推進体制
全社環境活動の推進においては、全社環境責任者である取締役社長をトップとして、全員参

加型の環境マネジメントに取り組んでいます。加えて、日本国内の4事業所・工場で

ISO14001（環境マネジメントシステム）を取得し、環境の保護、変化に対応するための組

織の枠組みを取り入れています。

事業活動での環境負荷低減では、コンプライアンスを基本に、生産プロセスのCO₂排出量削

減・規制化学物質の管理・グリーン調達などに取り組んでいます。地球環境負荷低減に貢献す

る製品・システムとして、エネルギー効率の向上や再生可能エネルギーの普及に資する各種製

品・システムの技術開発に取り組んでいます。なかでもTMEICグループの製品と関連性の高

いエネルギーマネジメント、資源の有効活用、気候変動対応の分野については、自社の重要課

題であると認識し、重点的に活動しています。

環境に関する教育
各製造拠点において、年に1回、気候変動などに関する環境教育（2024年度受講率：

100%）及び理解度テストを実施しているほか、省エネ活動取組方針ポスターの掲示を通じて、

全従業員への周知と啓発に取り組んでいます。

環境マネジメント
地球環境の保全は全人類に共通する極めて重要な課題であり、TMEICグループでもマテリアリティとして「持続可能な地球環境」を特定しています。カーボンニュートラル社会の実現を目指してロー
ドマップを整備し、それに基づいて多様な施策を実行しています。あわせて、限りある資源を循環して活用するとともに、化学物質や廃棄物を適切に処理することで環境負荷の低減に努めています。
本章では「カーボンニュートラル社会の実現への貢献」と「資源の循環活用と負荷低減」という2つのサブマテリアリティに共通する取組を、環境マネジメントの視点から包括的に紹介します。

環境基本方針

TMEICは、産業システムインテグレーションを支えるプロフェッショナル集団として、優れた環境調和
型製品の開発・提供とともに、サービスを含めた事業活動における環境負荷の低減を行うなど、持続可
能な社会の発展活動を推進し、環境の保全と向上に貢献する。

■ ISO14001認証取得事業所一覧

取得拠点
国内 株式会社TMEIC　・府中事業所　・京浜工場　・神戸事業所　・長崎事業所

海外

・TMEIC Corporation Americas（適用範囲：Katy工場、Westport工場他）
・TMEIC China Corporation 
・TMEIC Industrial Systems India Private Limited（適用範囲：工場）
・Guangzhou TMEIC Baiyun Power Electronics Company, Limited

なお、TMEICグループ全体（本社、製造拠点、研究開発センター）では、12拠点中9拠点が取得し、75%の取得率となっています。

連携
サステナビリティ委員会

環境推進体制

サステナブル調達
分科会

人権分科会

カーボン
ニュートラル

分科会

全社環境責任者（取締役社長）

全社環境推進者（技術統括部長）

推進事務局
（本社 生産企画部門）

事業部 総務部

本社、各支店事業所・工場
（府中・神戸・京浜・長崎・赤穂・KTC）

■ 環境管理体制図

報告

報告

監督・助言

監督・助言

取締役会

執行役員会

フィランソロピー分科会

TMEIC のサステナビリティ 環境 社会 ガバナンス データ集
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TCFD提言に基づく開示

2025年3月、TMEICはTCFDコンソーシアムへ入会し、TCFD（Task Force on Climate-related Financial Disclosures、気候関連財務情報開示タスクフォース）へ賛同しました。これ

までの気候変動への対応をTCFD提言に沿って整理するとともに、ガバナンス、リスク管理体制を整備し、TMEICグループにとって重要な気候関連のリスクと機会を特定しました。今後もマテリアリ

ティ「持続可能な地球環境」の実現に向けて気候変動への対応を推進してまいります。

1.ガバナンス
TMEICグループは2025年度にマテリアリティとして「持続可能な地球環境」を特定し、「カ

ーボンニュートラル社会実現への貢献」、「資源の循環活用と負荷低減」をマテリアリティ実現

のための方針・取組（サブマテリアリティ）として掲げています。気候変動への対応は当マテリ

アリティを実現するための企業経営上の重要なテーマであり、サステナビリティ全体を監督する

体制の中で共に管理されています。

TMEICグループではサステナビリティ委員会を設置し、委員長はサステナビリティ担当役員

が務め、事務局は経営企画本部が務めています。サステナビリティ委員会では、サステナビリ

ティに関する基本方針の策定、具体的施策の立案・実施などを行い、気候関連のリスクと機会、

指標、目標に関しても議論しています。カーボンニュートラルを推進するための取組は、サス

テナビリティ委員会の下に設置されたカーボンニュートラル分科会にて推進され、分科会におけ

る議論内容はサステナビリティ委員会へ報告されています。

サステナビリティ委員会は気候関連の重要事項を含む委員会の活動状況やサステナビリティ

関連情報の開示に関して、執行役員会及び取締役会へ年に1回以上報告しています。取締役

会では報告を基に進捗状況をモニタリングし、気候関連の取組全体を監督しています。なお、

経営層への報告は執行役員会及び取締役会への報告を以て実施し、監督・助言を受けていま

す。気候関連事項及びその目標達成に関する責任者は環境推進体制と同様に取締役社長が務

めています。また、温室効果ガス排出量も含め、気候関連の情報は全社環境会議を通じて必

要な社内ステークホルダーへ共有しています。

取締役会やサステナビリティ委員会による監督・推進体制についてはサステナビリティ推進体

制（P.12）のページもご確認ください。

2.戦略：気候変動リスクアセスメント
■ 概要

カーボンニュートラル社会の実現はTMEICグループにとってリスクだけでなく、さらなる事

業拡大に資する機会であると捉え、今年度TMEICグループ全体における重要な気候関連のリ

スクと機会を特定しました。

特定に際して、関連部署でTMEICグループにおける気候関連のリスクと機会の候補を洗い

出し、短期・中期・長期での事業インパクトの定性的な評価を実施しました。検討時に使用した

時間軸、事業インパクトの定義は以下のとおりです。

＜時間軸の定義＞

短期：2027年（中期経営計画の終了年）

中期：2030年（温室効果ガス排出削減目標の目標年）

長期：2050年（バリューチェーン全体でのカーボンニュートラルの達成の目標年）

＜事業インパクトの定義＞

小：「中」には満たないが影響が発生する可能性あり

中：一部事業や部分的な影響が発生する可能性あり

大：全社への影響が発生する可能性あり

カーボンニュートラル社会実現への貢献

TMEIC のサステナビリティ 環境 社会 ガバナンス データ集
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■ 特定した重要な気候関連のリスクと機会

特定した重要な気候関連のリスクと機会は以下のとおりです。今回特定した重要なリスク、機会について、定期的に見直しを実施するとともに、特定したリスクを低減し、機会を活かす取組を推進

してまいります。

＜特定した重要な気候関連リスク＞

分類 種類 リスク 短期 中期 長期 事業インパクト 対応策

移行
リスク

政策・法規制
リスク

炭素税の導入による操業
時の生産コスト増加、原
材料・調達コストの増加

○ ○ ○ 大

・�炭素税関連の法規制など
の動向を注視して早期に
対応

・�複数購買先の選定による
サプライチェーンの強化

政策・法規制
リスク

法令・取引先要請への未対
応による罰則、企業イメー
ジの低下、売上の減少

- ○ ○ 大
・�法令改正・要請動向の注

視及び即時対応
・情報開示の強化

技術リスク
市場リスク

気候変動対応に貢献する
技術開発の遅延による売
上の減少

- ○ ○ 大
・�研究開発において他社よ

りも優位性を獲得するた
め早期に関連投資を推進

市場リスク

エネルギーミックスの変
化、再生可能エネルギー
購入費の増大などによる
原材料や生産にかかるエ
ネルギーコストの増加

○ ○ ○ 大
・�省エネ推進を図り、エネ

ルギー効率の良い設備の
導入を実施

市場リスク
脱炭素化対応による航空
機、船舶などの輸送コス
トの増加

○ ○ ○ 大
・�グ ロ ー バ ル サ プ ラ イ

チェーンの見直しによる
地産地消の推進

市場リスク
カーボンニュートラル市
場の縮小・停滞による売
上の減少

○ ○ ○ 大
・�市場・顧客ニーズの変化

の早期検知と製品開発へ
の反映

評判リスク 環境関連目標の未達によ
る企業イメージの低下 ○ ○ ○ 大

・�外部からの要請に基づく
対応策の実施

・�ステークホルダーとのコ
ミュニケーション強化・取
組や進捗状況の共有

物理的
リスク

急性リスク 異常気象によるサプライ
チェーンの断絶・操業停止 ○ ○ ○ 中

・�BCP対策の強化による異
常気象発生への対応力向上
と操業継続性の確保

・�数社との取引による安定的
な調達、リスクの分散対応

慢性リスク

平均気温の上昇に伴う熱
中症者の増加による生産
効率の低下
海面上昇による工場被災
の発生及びそれに伴う一
部拠点の生産停

○ ○ ○ 中

・�労働環境の改善、作業者
の健康管理の徹底、作業
環境を考慮した最適な作
業スケジュールの策定

・�拠点移転時における、洪水
の発生可能性などの考慮

・�設備配置の変更による洪
水発生時の影響の最小化

＜特定した重要な気候関連機会＞

種類 機会 短期 中期 長期 事業インパクト TMEICグループの取組

エネルギー源
再生可能エネルギーへの需要
拡大を受けた関連製品・サー
ビスの売上の増加

○ ○ ○ 大

・�太陽光発電システム用パ
ワーコンディショナや蓄電
システムなどの再生可能エ
ネルギー関連製品・サービ
スの開発・売上拡大

製品/
サービス

カーボンニュートラル需要の
拡大による関連製品・サービ
スの売上の増加

○ ○ ○ 大

・�太陽光発電システム用パ
ワーコンディショナ・蓄
電システム・水素製造用
自励式整流器などの再生
可能エネルギー関連製品・
サービスの開発・事業展
開の加速

・�電気炉電源ソリューショ
ン・船舶用電気推進シス
テムなどの電化に貢献す
る製品・サービスの開発・
事業展開の加速

・�高効率モータ・インバータ・
エネルギーマネジメント
システムなどの省エネル
ギーに貢献する製品・サー
ビスの開発・事業展開の
加速

気候変動による水資源のひっ
迫に伴う、水の安定供給への
需要の拡大。

○ ○ ○ 大

・�海水淡水化プラントなど
の水の安定供給に貢献す
る製品・サービスの開発・
事業展開の加速

市場

気候変動関連製品の生産に対す
る補助金の活用によるカーボン
ニュートラル関連製品の売上の
増加

○ ○ ○ 中
・�補助金を活用した再生可

能エネルギー・水素関連
製品の市場投入加速

レジリエンス
気候変動に伴う自然災害への対
策に貢献する製品・サービスの
売上の増加

○ ○ ○ 大

・�BCP対策への需要拡大によ
る、無停電電源装置（UPS）
や瞬低補償装置（MPC）な
どの製品・サービスの開発・
事業展開の加速

・�風冷式耐水モータ一体型
ポンプなどの防災・減災
対策に貢献する製品・サー
ビスの提供
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■ 2050年カーボンニュートラルに向けたロードマップ

気候変動への対応として、TMEICグループは、2050年にバリューチェーン全体でカーボン

ニュートラルを目指し、温室効果ガスの削減を推進します。自社の排出量削減に向けたロードマ

ップは、以下のとおりです。具体的には、①省エネルギー推進、②燃料転換・電化、③再エネ

電気調達、④自家発電導入、⑤クレジット調達を通じて、自社からの排出量削減を目指します。

カーボンニュートラルに向かって目標達成に向かって

エネルギー消費原単位1％ /年低減

再エネ電気調達拡大再エネ電気調達推進

非化石エネルギーによる自家発電推進太陽光発電による自家発電推進

2024 2030 2050

省エネルギー推進

自
社
か
ら
の
排
出
量
削
減

燃料転換・電化

再エネ電気調達

自家発電導入

クレジット調達

燃料転換・非化石燃料化推進 電化推進電化検討

 調達拡大 調達推進調査

また、TMEICは2024年より、経済産業省が主導したグリーントランスフォーメーション

（GX）を目指す枠組みである「GXリーグ」にも参画しています。TMEIC自社の排出量削減

に向けた取組だけでなく、ステークホルダー、市民社会などと協働し、また、TMEICグループ

の保有する技術力・製品・サービス及び、次世代の新分野への取組を通じ、社会全体のカーボ

ンニュートラル実現に向けて貢献してまいります。

3.リスク管理
TMEICグループは全社で管理する経営上のリスクの分類において環境関連の項目を考慮し

ています。全社のリスク管理体制では各部門で重大リスクを抽出し、それらの影響度や発生可

能性などを自己評価して、最新リスク状況を確認し、対応策を講じています。今年度は気候関

連リスクと関連の深い一部部署において特に重要と考える気候関連リスクを新たに抽出し、全

社的なリスク管理の体制の下、管理しています。

また、今年度は短期・中期・長期での定性的な事業インパクトの検討結果を基に気候関連の

リスクと機会を選別し、評価することにより、TCFD提言に基づいた重要な気候関連のリスクと

機会を特定しました。今後は全社的なリスク管理の体制を再検討し、今年度新たに特定した気

候関連リスクについても統合して管理する体制を構築してまいります。

4.指標及び目標
TMEICグループは気候変動への対応として、2050年におけるバリューチェーン全体でのカ

ーボンニュートラルを目指し、温室効果ガスの削減を推進します。その中期目標として、

2030年度の温室効果ガス排出量削減目標を策定しています。

温室効果ガス排出量削減目標達成のため、バリューチェーンでの温室効果ガス排出量(Scope 

1、2、3)を算定しています。算定・把握に当たっては、GHGプロトコルや地球温暖化対策の

推進に関する法律の温室効果ガス排出量の算定・報告・公表制度などを参考にしています。

■ 温室効果ガス排出量削減目標

TMEICグループは、2023年10月に、国 際 的イニシアチブであるSBTi（Science 

Based Targets initiative）による温室効果ガス排出量削減目標の認証を取得しています。

Scope 1及びScope 2については、省エネルギーのさらなる推進、再生可能エネルギー電

力の導入により削減を目指します。Scope 3については、自社及びサプライチェーンにおいて

温室効果ガス排出量の少ない製品の開発・販売を促進することで、サプライチェーン全体を通

じた温室効果ガス排出量の削減を目指します。

� （対象：グループ）

基準年 目標年 目標値
基準年（2020年）

温室効果ガス排出量

Scope 1及びScope 2 2020年 2030年
42％削減

（総量ベース）
Scope 1：	 2.03kt-CO₂
Scope 2：	13.78kt-CO₂

Scope 3 2020年 2030年
52.56％削減

（付加価値ベース）
23,430kt-CO₂

TMEIC のサステナビリティ 環境 社会 ガバナンス データ集
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＜目標進捗のモニタリング＞

TMEICグループは温室効果ガス排出量を毎年算定し、目標に向かって取組が進んでいるか

モニタリングを行っています。直近の温室効果ガス排出量実績については、巻末の「環境デー

タ集（P.57）」をご覧ください。

＜事業活動におけるエネルギー消費量削減＞

TMEICは、気候変動の緩和と適応に資するため、環境方針に基づき体制や責務を定めると

ともに、「全員参加による省エネ活動推進」と「設備の運用・管理改善などによる省エネ活動

推進」を活動方針として、省エネ法に基づく「中長期的に見て年平均1％以上のエネルギー消

費原単位※の低減」を目標に、事業活動における省エネに取り組んでいます。

TMEICの事業活動におけるエネルギー消費原単位の低減� （対象：TMEIC）

2022年度 2023年度 2024年度
エネルギー消費原単位削減率 +0.6 -1.2 -5.3

事業者クラス分け評価 Aクラス Sクラス Sクラス

※事業者クラス分け評価制度の概要（資源エネルギー庁ウェブサイト）
https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/enterprise/overview/
institution/

＜再生可能エネルギーの活用＞

TMEICグループは、再生可能エネルギー由来の電気の導入を進め、再生可能エネルギーの

導入率を増加させています。

TMEICグループにおける再生可能エネルギーの活用� （対象：グループ）

2022年度 2023年度 2024年度
電力消費量に対する再生可能エネルギーの割合 11% 17% 20%

※使用したエネルギーについては巻末の「データ集（P.57）」をご覧ください。

TMEIC のサステナビリティ 環境 社会 ガバナンス データ集

24TMEICグループ SUSTAINABILITY REPORT 2025



5.製品・サービスを通じたカーボンニュートラルへの貢献
地球規模での気候変動対策が求められる中、企業の果たすべき役割はますます重要になっています。TMEICグループは、高度な技術力で製品・ソリューションを開発・提供し、カーボンニュートラ

ル社会の実現に貢献しています。本ページでは、TMEICグループの製品・システム・ソリューションがどのように温室効果ガス排出削減に寄与しているかを、「再エネ」「省エネ」「電化」の3つの領

域に分けて紹介します。

■ TMEICグループの貢献領域

分類
カーボンニュートラルに貢献する

TMEICグループの主な製品・システム
貢献内容

再エネ
再生可能エネルギーを活用した電力供給を
可能にする技術を通じて、化石燃料由来の
電力からの転換に貢献

太陽光発電システム用パワーコンディショナ
（PV-PCS）

太陽光パネルで発電された直流電力を交流に変換し、電力系統へ安定的に供給するための中核機器。高効率な電力
変換と出力制御により、太陽光発電の導入拡大と電力損失の低減に貢献。

再エネ向け電力安定化システム
（蓄電池・受変電・監視制御システムなど）

太陽光や風力、バイオマスなどの再生可能エネルギーの出力変動や系統への影響を緩和し、電力の安定供給を支える。
発電設備と電力系統の間を調整・補完することで、再エネの導入拡大と系統全体の信頼性向上に貢献。

水素製造向け整流器システム
再エネ由来の電力を用いて水を電気分解し、水素を製造するプロセスに必要な高効率整流器。グリーン水素の製造
を支えることで、化石燃料由来の水素からの転換に貢献。

省エネ
既存設備の運転効率を高める技術を通じて、
使用電力の削減とそれに伴う温室効果ガス
排出量の低減に貢献

高効率モータ・
高効率パワーエレクトロニクス製品

従来型に比べて電力損失を抑えた高効率モータと、それを制御するドライブ装置。設備の運転効率を高め、電力消
費量の削減を通じて、温室効果ガス排出量の低減に直接的に貢献。

産業プラント向けモータ&ドライブシステム
インバータによるモータの回転数制御により、負荷に応じた最適な運転を実現。従来の固定速＋機械的制御からの
転換により、無駄な電力消費を抑え、省エネ効果を発揮。

電化
化石燃料を使用していた産業プロセスを電
力駆動に転換する技術を通じて、エネル
ギー源のカーボンニュートラル化に貢献

電炉用電源ソリューション
鉄鋼製造において、従来の高炉（化石燃料使用）から電炉（電力使用）への転換を支える電源供給・制御システム。産
業プロセスの電化を通じて、温室効果ガス排出削減に貢献。

船舶用電力推進システム
従来のディーゼル推進から電力推進への移行を支えるモータ＆ドライブとエネルギーマネジメントシステムドライ
ブ。船舶の電動化により、燃料消費と排出ガスの削減を実現し、海運業界のカーボンニュートラル化に寄与。
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水

方針
TMEICは環境管理規則において水質汚染の防止、土壌・地下水汚染防止、水資源の有効活

用を対象と定め、環境に関する法令を遵守することを行動指針としています。

TMEICは「廃棄物処理法などの法規動向を踏まえた管理徹底」を目標に掲げ、事業活動に

伴う環境汚染を未然に防止することを目的に環境汚染防止及び環境配慮活動に取り組みます。

製造過程で発生する規制化学物質の削減、環境関連設備の改善などに取り組むことで、水資源

保全を目的とした水質汚染の防止（規制濃度の遵守）や土壌・地下水汚染防止に努めます。

＜水使用量＞� （単位：千m³、対象：TMEIC）

目標 2022年度 2023年度 2024年度
廃棄物処理法などの法規
動向を踏まえた管理徹底

77 78 74

原材料、化学物質、廃棄物

方針
TMEICは環境管理規則において化学物質排出量の低減、オゾン層破壊物質・揮発性有機溶

剤(ＶＯＣ)の管理、大気汚染の防止、騒音・振動・臭気の低減、ポリ塩化ビフェニール(ＰＣＢ)

の管理、グリーン調達の推進、廃棄物総発生量の低減、使用済み製品の再資源化量の拡大、

環境調和型製品（ECP=Environmentally Conscious Products）の提供を対象と定め、

環境負荷の低減に努めることを行動指針としています。TMEICは「廃棄物処理法などの法規

動向を踏まえた管理徹底」を目標に掲げ、製品の開発・設計においては、規制物質の代替化、

分解性の向上などに取り組むことで廃棄処理の容易化を図ると共に、規制化学物資の削減や環

境管理設備の改善などを取り組みます。

廃棄物に関する取組
TMEICは事業活動に由来する産業廃棄物の収集運搬及び処分について、それぞれ許可を受

けている業者と事前に委託契約を取り交わし、法規制に則り適切に処理しています。また産業

廃棄物を委託業者に引き渡す際に、産業廃棄物管理票を発行し廃棄物を管理しています。

有害物質に関する取組
TMEICは薬品の流出を未然に防止するため、薬品倉庫や少量保管場の構造については、関

連する法令・条例・協定などで定められている基準に加えて独自の設置・構造基準を制定し、こ

れに基づいて各事業所・各工場で具体的な対策を実行しています。

資源の循環活用と負荷低減

TMEIC のサステナビリティ 環境 社会 ガバナンス データ集
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緊急事態に関する取組
TMEICは環境に関する法令への抵触や行政当局に報告すべき事態、あるいはこれらに準じ

る緊急事態に備え、各事業部及び事業所で発生時の連絡体制、拡大防止を含めた処置、教育

訓練について定めており、管理体制を整備しています。緊急事態が発生した場合はそれに則っ

て的確に対応し、事業場、事業部の責任において所轄自治体に報告を行います。中央官庁な

どへの報告は、全社環境推進者又は副推進者、あるいは事業場環境推進者が担当します。

＜廃棄物総重量＞� （対象：TMEIC）

目標 2022年度 2023年度 2024年度
廃棄物処理法などの法規
動向を踏まえた管理徹底

1,457t 2,279t 2,304t

■ インドでの地産地消の取組

TMEICは、インドにおいて、2016 年にモータ工場、

2017 年にパワーエレクトロニクス工場を設立し、イン

ド市場での地産地消を進めています。いずれの工場も部

材の現地調達率が高く、また現地において約500名の

雇用も創出しています。太陽光発電システムも導入し、

パワーエレクトロニクス工場のほとんどの電力を賄ってい

ます。製品製造にかかるエネルギーも地産地消する、次

世代の「エネルギー循環型工場」を実現しています。

この取組は、枯渇性資源の効率的な利用のみならず、各国・地域の規格や規制、お客様の

要望への対応力の向上、物流コストの低減や、物流におけるエネルギー消費の削減にもつなが

っています。

プラスチック削減のための取組
増え続けるプラスチックごみが、不適切な投棄などで海洋に流出し、問題となっています。

TMEICグループはプラスチックの削減に向けた取組をグローバルで開始しています。

■ インド法人（TMEIC Industrial Systems India Private Limited）での取組

製品の梱包に使用されるプラスチックやビニールラップを紙や段ボールなどに置き換えていま

す。また緩衝材の削減や、部品カバーを梱包時の袋として再利用するなど、プラスチック削減

のための取組を進めています。上記の取組により、ひと月当たり約69.4kgのプラスチックごみ

の削減を行っています。

■ 社内啓発

インド法人によるプラスチック削減の取組は、廃棄物の発生源の特定、削減アイデアの創出、

サプライヤーとの連携など、実践的な改善活動を含む内容として、TMEICグループの調達責

任者・担当者が集うGlobal Sourcing Meetingにて共有されました。これらの情報は、グル

ープ内でのベストプラクティスとして位置づけられ、他拠点の従業員に対して環境課題への理解

を促すとともに、グループ全体の環境対応の強化や、組織的な改善活動の展開を促進する契機

となっています。

活動 概要 月あたりの削減量

梱包方法の見直し
バスバーの梱包について、プラスチックカバー
の代わりに紙を使った梱包方法を導入。

約16kg（ビニールラップ）

部品カバーの再利用
小さな部品カバーを、無停電電源装置（UPS）の
梱包時に袋として再利用。

約2.4kg（プラスチックごみ）

海外仕入先との梱包改善
梱包材の見直しにより、緩衝材（スポンジ）の使
用を削減。

約21kg（スポンジ材）

段ボール箱の利用
機器の梱包にビニールラップの代わりに段ボー
ル箱を使用。

約30kg（ビニールラップ）

インド工場

TMEIC のサステナビリティ 環境 社会 ガバナンス データ集
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人権の尊重

１．人権尊重の取組に関する考え方

人権尊重に関する方針
高品質な製品・サービスをお客様に提供し、社会の持続的な発展に貢献する企業集団を目指すにあたり、社会からの要請として、事業に関わるすべての人々の人権を尊重しながら事業活動を推進

することが求められています。

TMEICグループは、企業理念と経営方針の精神に基づき人権方針を定め、国際的に合意されている人権規範を踏まえた人権尊重の取組を事業活動の中に定着させることを目指しています。

TMEICグループ人権方針

TMEICグループは企業理念に「産業システムインテグレータとして、お客様との信頼関係を築き、グローバル社会の持続的な発展に貢献する」ことを掲げています。
企業理念の実現に向けて事業活動を展開するにあたり、TMEICグループは、企業に求められる社会的責任として人権を尊重し、従業員を含むあらゆるステークホルダーの人権尊重に向けた取組を推進します。

1.	� TMEIC グループは、本方針に基づき、「国際人権章典」、「労働における基本的原則及び権利に関する
国際労働機関(ILO)宣言」に定める人権を尊重し、差別の撤廃、児童労働・強制労働の禁止、労働関係
法令の遵守、安全で健康的な職場環境の整備など、人権を尊重した事業活動に取り組むことを宣言し
ます。

　　�また、TMEIC グループは、国連の「ビジネスと人権に関する指導原則」に基づき人権尊重の取組を事
業活動の一部に組み込みます。

2.	� TMEIC グループは、事業を行う各国・地域の法令を遵守します。万一、人権に関する国際規範と事業
を行う国・地域の法令が矛盾する場合は、人権に関する国際規範を尊重する方法を追求します。

3.	� TMEIC グループは、グループのすべての役員・従業員が本方針に基づき人権を尊重するよう努めます。
また、資材調達先などのサプライヤーやビジネスパートナーに対しても、人権を尊重するよう求めます。

4.	� TMEIC グループは、人権デュー・ディリジェンスの取組を通じて、グループの事業活動において生じる
人権に対する負の影響を特定し、負の影響の防止、軽減を図ります。また、グループ内外の通報窓口の
運用などを通じて、TMEIC グループの事業活動が人権への負の影響を引き起こしたり、助長したりする
リスクを速やかに把握し、これらのリスクが顕在化した場合には、適切な救済措置を講じるよう努めます。

5.	� TMEIC グループは、グループの人権課題について、関連するステークホルダーとの対話を行い、人
権尊重の取組を深化させ、必要に応じて本方針の改定を行います。

6.	� TMEIC グループは、役員・従業員が本方針を理解し、各々の事業活動で実践することができるよう、
適切な啓発活動を実施します。

7.	 TMEIC グループは、人権尊重に関する取組状況を適切に情報開示します。

制定日：2023年2月27日

※�TMEICグループ人権方針は、TMEIC及び当社の国内外子会社で採択しており、これらの会社は人権デュー・
ディリジェンスの対象としています。

https://www.tmeic.co.jp/sustainability/humanrightspolicy.pdf

あらゆるステークホルダーの人権を守ることは企業の責務であると考えています。TMEICでは「TMEICグループ人権方針」を定め、人権デュー・デリジェンスによって人権リスクを抽出し、
その結果を踏まえた施策を実行しています。加えて、従業員向けの教育にも力を入れているほか、従業員及びサプライヤーを対象とした苦情処理メカニズムも設けています。

TMEIC のサステナビリティ 環境 社会 ガバナンス データ集
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推進体制
サステナビリティ委員会の中に人権分科会（経営企画・総

務・資材・法務の各部門から構成）を設置し、TMEIC及び

国内外子会社の従業員及びサプライヤーに対する人権尊重

の取組を進めています。

※�サステナブル調達や紛争鉱物対応などの取組については、サステナブ
ル調達分科会と連携しながら活動しています。

※�人権方針の採択決議やTMEICの人権デュー・ディリジェンスの実施
報告などの重要案件については、人権分科会の取り纏めを行ってい
る法務部門の責任者から執行役員会及び取締役会に決議ないし報告
を付議しています。

２．人権デュー・ディリジェンスの実施

人権リスクの軽減への取組
TMEICグループの人権デュー・ディリジェンスは、2023年4月に経済産業省が策定した「責任あるサプライチェーンなどにおける人権尊重のた

めの実務参照資料」に準拠し、右図のStep1〜5のPDCAサイクルを回すことを目指して実施しています。

人権分野の課題は多岐に渡っており、社内外の当事者との関係を考慮しながら段階的に進める必要があります。TMEICではリスクベースアプロ

ーチを採用し、特に当事者にとって負の影響が大きいと評価される人権リスクから優先的にリスク緩和策を実施しています。

モニタリングについては、毎年ステークホルダー（組合執行部、サプライヤー）との対話を行い、リスクの特定や緩和策に対するフィードバック

を受けているほか、社外有識者（弁護士）との意見交換を通じて国内外の最新の議論動向や他社動向を踏まえた助言を受けています。加えて、リ

スク緩和策の実効性を評価するための指標を整備する予定です。

活動の状況については、サステナビリティレポートを通じて継続的に公開していきます。

活動スケジュール
TMEICでは、長期目標として2030年度までに国際規範に基づく人権尊重の取組をTMEICグループ内に定着させることを目指しています。これまでの活動、現在の取組課題、目指す姿は以下のとおりです。

これまでの活動 現在の取組課題 目指す姿
・人権方針の採択決議（2022年度：TMEIC、国内外子会社）
・�人権デュー・ディリジェンスの実施（2023年度～2024年度：TMEIC、国内外子会社）
・�人権リスクの特定、評価（2023年度～2024年度：TMEIC、国内外子会社100％）
・リスク緩和策の具体化、実施（2024年度：TMEIC）
・ステークホルダー（従業員、サプライヤー）との対話（2023年度～：TMEIC）
・社外有識者（弁護士）との意見交換（2023年度～：TMEIC）
・人権尊重の取組に関する教育（2023年度：TMEIC）

・リスク緩和策の具体化、実施（国内外子会社）
・リスク緩和策の実施継続、社内外の環境変化に応じた見直し（TMEIC）
・リスク緩和策の評価指標の策定（TMEIC、国内外子会社）
・人権尊重の取組に関する情報開示の充実（TMEIC、国内外子会社）
・人権尊重の取組に関する教育の継続実施（TMEIC、国内外子会社）

・人権デュー・ディリジェンスのPDCAサイクルの定着
・人権尊重の取組に関する理解の定着

■ �人権デュー・ディリジェンスのプロセスの
全体像：PDCAサイクル

大江橋法律事務所作成

STEP1
事業・バリューチェーン別
の人権リスクの特定・整理

STEP5
外部への

情報公開・報告

STEP4
モニタリング

（追跡調査）の実施

STEP2
人権リスクの影響評価と

優先順位付け

STEP3
顕在・潜在的なリスクの予
防・軽減・是正措置の実施

東芝・三菱電機
法務部門・サステナビリティ部門

国内外子会社
管理部門・法務部門

連携・情報共有

報告

報告

監督・助言

監督・助言
執行役員会

取締役会

サステナビリティ委員会

カーボンニュートラル分科会

サステナブル
調達分科会

人権分科会
全体：法務

情報開示・広報：経営企画　　安全衛生・情報管理：総務
ハラスメント・長時間労働など：総務　　強制労働など：資材

フィランソロピー
分科会

情報共有

TMEIC のサステナビリティ 環境 社会 ガバナンス データ集
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人権リスクの特定、評価
2023年度にTMEIC、2024年度に国内外子会社で人権デュー・ディリジェンスを実施し、

以下の項目をTMEICグループで特に優先的に取り組むべき課題として特定しました。

①安全衛生　②個人情報の漏洩リスク（情報セキュリティ）　③長時間労働防止

④差別・ハラスメント防止　⑤強制労働・児童労働の防止

リスク緩和策の策定、実施
特定した課題について、TMEIC及び国内外子会社で以下の対応を実施しています。

項目 リスク緩和策（TMEIC） リスク緩和策（国内外子会社）
安全衛生 ・�定期・不定期の安全パトロールの継続実

施（役員安全巡回を含む）
・「特別安全の日」安全大会の継続実施
・安全教育の継続実施
・�建設工事現場の労災発生極小化に向けた

安全大会の実施（請負会社を含む：2024
年度から実施）

・�TMEICから国内外子会社へのヒアリング、
具体的な課題の特定、次年度の活動計画協
議（2025年度に実施予定）

・�海外子会社の工場巡回（2025年度に北米工
場を巡回予定）

個人情報の漏洩
リスク（情報セ
キュリティ）

・個人情報保護教育の継続実施
・情報セキュリティ点検の継続実施

・�TMEICから国内子会社への質問表送付、子
会社用チェックリストの作成、次年度以降
の規則・管理体制の整備計画協議（2025年
度に実施予定）

長時間労働防止 ・管理者への労働時間管理教育の継続実施
・�全従業員への月次注意喚起メールの継続

配信

・�TMEICと主要子会社の間で情報交換会議を
開催し、現状のヒアリング、次年度の活動
計画協議を実施（2025年度に実施予定）

差別・ハラスメ
ント防止

・�内部通報制度（リスク管理ホットライン）
の周知継続

・ハラスメント防止教育の継続
・�カスハラ事案を内部通報制度の対象に含

めることの周知継続（2024年度から）
・�フリーランス新法への対応（取引状況調査、

関連社規改訂、契約雛形整備を2024年
度に実施）

・�障がい者雇用定着促進のための教育実施
（2024年度から）

・�TMEICと主要子会社の間で情報交換会議を
開催し、現状のヒアリング、次年度の活動
計画協議を実施（2025年度に実施予定）

強制労働・児童
労働の防止

・�サプライヤーへのセルフアセスメント質
問表（SAQ）を用いた強制労働・児童労働
の禁止に関する質問の継続

・�お客様からの要請に応じた紛争鉱物調査
の随時実施継続

・�TMEICから主要子会社への質問表送付、
TMEICと主要子会社の間で情報交換会議を
開催し、現状のヒアリング、次年度の活動
計画協議を実施（2025年度に実施予定）

モニタリング、情報公開
TMEIC及び国内外子会社のリスク緩和策の策定、実施を推進することと並行して、定性的・

定量的な目標・KPIの設定について検討する予定です。また、人権尊重の取組に関する活動状

況について、サステナビリティレポートを通じて継続的かつ適切に情報公開します。

3．人権尊重に関する教育

TMEICでは、人権尊重の取組に関する理解促進を目的として、様々な場面で教育を実施し

ています。人権方針採択決議後の2023年度には人権教育を実施しました。また、これと並行

して「TMEICグループ行動基準」やハラスメント防止に関する教育を毎年実施しており、差

別・ハラスメント防止に関する啓発に継続的に取り組んでいます。

教育 対象 概要
人権教育 TMEICの

全役員・
従業員

人権方針採択決議の背景、人権尊重の取組に関する活動方針を説明。2023年
度に実施し、2,828名受講（受講率100%）。教育資料は英語版と中国語版を
あわせて作成し、同年度に国内外子会社へ共有。

「TMEICグルー
プ行動基準」教育

TMEICの
全役員・
従業員

TMEICグループ行動基準の説明の一部に差別・ハラスメントの防止に関する章を
設け、具体的な事例を用いて説明。内部通報窓口（リスク相談ホットライン）を紹介。
毎年教育を実施しており、2024年度の受講者数は2,940名（受講率100％）。

ハラスメント防
止教育

TMEICの
管理職・
従業員

セクシュアルハラスメントやパワーハラスメントなどの職場で起きうるハラス
メントの予防に関する知識と事例を解説。毎年教育を実施しており、2024年
度の受講者数は2,629名。

４．苦情処理メカニズム

TMEICでは、内部通報制度として「リスク相談ホットライン」を設置しており、TMEICの従

業員（契約社員、再雇用社員を含む）、出向者、派遣社員及び退職後１年以内の人を対象に法

令、社会規範、企業倫理、TMEICグループ行動基準、社内規則・規程に照らして問題と思わ

れる行動の通報を受け付けています。受付窓口は社内窓口・社外窓口（法律事務所）の２種類

を設けており、通報者が任意に選ぶことができます。通報内容については調査を行い、調査結

果を通報者に対し連絡するとともに、必要に応じて是正措置を講じています。また、サプライ

ヤー用の通報窓口として「サプライヤー様通報制度」を設け、TMEICホームページに受付フ

ォームを設置しています。

これらの苦情処理メカニズムは、HP上にフォームを用意することで誰でもアクセス可能です。

また、担当者には、報復の禁止・報告者の情報の秘匿を義務付けています。
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職場の安全と働きがいの向上

１．労働安全衛生

労働安全衛生マネジメントシステム
労働災害や健康障害を発生させない職場環境づくりを目指して、TMEICは2011年度に国

際的な労働安全衛生マネジメントシステム規格「OHSAS18001」の認証を取得し、2019

年度には「ISO45001 2018 年度版」に移行を完了しました。TMEICの労働安全衛生マネ

ジメントシステムは社長を全社総括安全衛生管理者とし、拠点ごとに総括安全衛生管理者を設

置の上、拠点単位で展開しています。毎年期末に全社横断の安全衛生委員会を開催し、安全

衛生基本方針・目的・目標の審議を行い、従業員の労働災害防止や健康保持増進に努めていま

す。具体的には作業工程や作業環境などを踏まえ、全従業員がリスクアセスメントを実施し、リ

スクに応じた対応や健康に関する講話やイベントを実施しています。また、TMEICと取引先の

従業員の安全に対する知識の習得や安全意識の向上について、教育や指導を行っています。

■ ISO45001認証取得事業所一覧

取得拠点
国内 株式会社TMEIC全社（適用範囲：本社、事業所・工場、営業所・支店、神戸テクノロジーセンター）

海外

・TMEIC Corporation Americas（適用範囲：Katy工場、Westport工場他）
・TMEIC China Corporation 
・TMEIC Industrial Systems India Private Limited（適用範囲：工場）
・Guangzhou TMEIC Baiyun Power Electronics Company, Limited

なお、TMEICグループ全体（本社、製造拠点、研究開発センター）では、12拠点中12拠点が取得し、100%の取
得率となっています。

■ 労働安全衛生管理体制図

OHSMS内部監査員 全社安全衛生委員会

全社総括安全衛生管理者（社長）

OHSMS推進事務局

（編成により多少の変更あり）

安全衛生担当責任者
（総務グループ長）

安全衛生担当者
（総務グループ）

支店
安全衛生管理者

関西支店、KTC、赤穂工場
安全衛生管理者

事業所、工場
統括安全衛生管理者

本社
統括安全衛生管理者

主任安全衛生管理者
（OHSMS管理責任者）

（総務部長）

安全衛生委員会
産業医
安全管理者
衛生管理者

安全衛生委員会
産業医
安全管理者
衛生管理者

安全衛生委員会
産業医
衛生管理者
安全衛生推進者
安全管理者

安全衛生推進会議
衛生推進者

持続的な成長のためには、従業員が安心して働ける環境と、働きがいを感じられる職場づくりが重要です。安全性の確保や多様性の尊重、エンゲージメントの向上は、企業の競争力に
も直結します。TMEICグループでは、経営ビジョン「Growth20」に基づき、「人」への投資を最重要視しています。人材の確保や育成、多様な研修プログラムの提供を通じて、従業員
の能力向上を図るとともに、安全で快適な職場環境の整備に継続的に取り組んでいます。
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■ 安全緊急事態対応計画

地震・火事発生時に備え、マニュアルを作成し、社員に共有しています。

■ 機器の定期点検及び検査

事故防⽌のため、天井クレーンなどの設備は定期的な点検を⾏っています。

■ 化学物質へのばく露防⽌のための対策

化学物質へのばく露を防⽌するため、リスクアセスメントルールなどを活⽤し、対策を進めています。

■ 定期健康診断の実施

TMEICは毎年、社員を対象とした定期健康診断を実施しています。2022年度から2024

年度は、いずれも受診率100%となっています。

■ メンタルヘルスへの取組

TMEICは、従業員の心の健康は職場の活性化になくてはならないものと捉え、メンタル疾患の

予防に取り組んでいます。具体的には、管理者が実施すべき事項について定期的な教育を行うほか、

産業保健職に相談できる体制の整備を進めています。さらに、「心の健康づくり計画」を策定し、

体制を明確にしたうえで、従業員のメンタルヘルス対策を推進しています。メンタル疾患の予防策

としては、国の方針に基づき、気づき力の向上のための教育とラインケア教育の2本柱で実施して

おり、年1回のストレスチェック集団解析結果をもとに、職場環境の改善にも取り組んでいます。

■ パワーリフター使用基準の徹底

事業所で使⽤するパワーリフターは、作業者の反復運動や⾝体の酷使による筋⾁、腱、神経

系の痛み、及び不快感を軽減するよう使⽤基準を定めた上で導⼊を進め、安全や⾝体的な負荷

を軽減させています。

■ 騒音管理

事業所内における騒音障害防止を図る目的として、騒

音職場管理規則を設けています。それに基づき、大き

な騒音が発生する職場においては騒音レベルの測定を

実施し、その結果に応じて適切な保護具の使⽤や注意

喚起表⽰、健康診断などを⾏っています。

労働安全衛生に関する取組
■ 労働安全衛生リスク評価の概要

労働者並びに来訪者、近隣住民など事業にかかわる人々の安全衛生を守るために、幅広い要因に

よる危険源に基づく労働安全衛生リスクをリスクアセスメントにて評価しています。労働安全衛生推

進計画に基づき各拠点が実施する定期リスクアセスメントのほか、規程に沿って臨時リスクアセスメン

トも実施しています。評価については部門労働安全衛生リスク評価・登録表に登録するとともに、全

社におけるリスクアセスメントの結果を四半期毎に確認し抽出状況や改善状況を管理しています。

2024年度全社労働安全衛生基本方針

基本理念
当社は人間尊重の理念のもと、全ての事業活動において生命、安全、法令遵守を最優先とし、安全で
快適な職場風土づくりと心身の健康・保持増進を推進します。
方針
当社は、産業システムインテグレーターとして、主に製造業の工場向け電機システム・制御システムの
開発、設計、製造、据付工事を行っています。その重量物や高電圧を取扱う業務における重大な危険
要因は、落下・挟まれ巻き込まれ・感電・有害物質との接触などであり、重篤な危険源を内在した作業
環境です。これらを従業員は充分認識し、内在する危険源に対し積極的な安全衛生活動に努める為、安
全衛生法令や当社に関連する要求事項を遵守するとともに、目標を策定の上、安全衛生マネジメントシ
ステムを確立し、継続的改善により労働災害や職業性疾病を自律的な行動により防止を図ります。
指針
1. �職場の安全と健康を確保するため、製造現場における重量物の取扱や高電圧、化学物質の特性を認識し

た上で、リスクアセスメントによる予防活動に取り組みます。特に３Ｈ作業(初めて・変更・久しぶり) や季節
的な要素などを含む多くの場面から危険源や有害要因を特定します。尚、特定された危険源に対しては積
極的な資源の投入により本質安全を目指します。更に、生産設備が起因となる労働災害防止のため、いち
早く異常に気づける意識の醸成を図り、丹念な設備点検を実施することで不安全状態の解消に努めます。

2. �双方向コミュニケーションにより、職場内のあらゆる世代や協力会社含めた関係者など、働く人々
と円滑な情報共有ができる環境づくりを整備し、不安全状態・不安全行動を黙認せず、相互に指摘
を行うことで仲間を守る職場風土を作ります。

3. �働く人が心身共に健康で生きがいや幸福を実感できるよう、働き甲斐のある職場環境の実現を目指
します。また、健康教育や健康指導に会社として積極的に関与し、さらに受動喫煙の防止など働く
人自らが心身の健康の保持増進を考える風土の醸成を行います。

4. 従業員に対して、それぞれに求められる役割を自覚する為、必要な教育を適宜行います。

2024年4月1日� 株式会社TMEIC
� 取締役社長　川口 章
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■ 労働安全衛生に関する苦情処理手続き

従業員を含むステークホルダーからの労働安全衛生に関する苦情の中で、重大な苦情が発生

した際には、必要に応じて応急対策を実施したうえで所属上長に報告し、是正処置を行います。

報告された苦情は、TMEICの労働安全衛生マネジメントシステムに基づき、所定の様式により

記録・報告されます。その後、原因の特定、リスクアセスメントによる妥当性評価、是正処置

の実施、再発防止策の策定・周知・教育を含む一連のプロセスを経て、処置の有効性を確認し、

関係者に共有されます。これらの対応は、継続的改善の一環として文書化され、記録・保持さ

れています。これにより、労働安全衛生の向上に資する情報として活用されています。

■ 安全衛生教育

TMEICでは労働安全衛⽣マニュアルを制定し、「健康・安全基準に関する研修」や「安全専

⾨研修」を実施しているほか、役職や職域ごとに多様な教育プログラムを実施しています。さ

らにヒューマンエラーなどによる労働災害を防⽌するため、安全関連教育を必要に応じて構内

協⼒会社にも実施しています。

また、8月25日をTMEICの「特別安全の日」とし、毎年、特別安全集会を開催し、安全に

ついて真摯に向き合い、自らの行動基準を確認する機会としています。

■ 労働災害発生状況

＜死亡災害・休業災害発生件数＞� (対象：TMEIC)

区
分

実　施

対象該当教育 実施責任 教育内容 教材 実施時期

一
般

認
識

教
育

部門長：①～⑤、⑦ 安全衛生担当 ①安全衛生動向
②関係法令
③OHSMS
④OHS方針
⑤�OHSAS規格要求事項と
　システム適合の重要性
⑥重大な危険源と改善
⑦管理体制・役割・責任
⑧手順逸脱による結果
⑨危険施設などの管理

・OHS方針
・安全衛生目的・目標
・年度推進計画
・マニュアル・規程

1回／年
管理者：①～⑨

安全衛生担当
又は部門

一般者：①～⑤、⑦
作業内容変更時教育、職長
教育

新人：①～⑤、⑦
雇入時教育

配属後
2カ月
以内

専
門
教
育

訓
練

・特定業務

・法定業務従事者訓練
安全管理者教育、衛生管理
者、安全衛生推進者、その
他労働災害防止のための
業務に従事する者への教
育、危険又は有害な業務従
事教育

部門

①�OHSAS規格要求事項と
　システム適合の重要性
②重大な危険源の改善と管理
③管理体制・役割・責任
④手順逸脱による結果
⑤危険施設などの管理
⑥該当法令
⑦該当作業手順
⑧緊急事態対応訓練（該当者）

・�労働安全衛生リスク評価・
登録表

・該当安全衛生法令など
・該当作業手順書
・該当緊急事態対応手順書
・緊急事態対応訓練への参加
・必要資格講習ほか

作業
従事前
管理監督
者が力量
を確認し、
部門長が
承認する［力量確保］

従事する作業について力量を持た
せるために教育をするか、力量を
持っていることを確認する

・同上
・OJT

内部監査員

養成教育 外部機関教育

①OHSMSの概要
②OHSAS規格要求事項
③該当法令
④内部監査の実施方法
⑤その他

・特別テキスト 適宜

スキルアップ
教育

安全衛生担当
①リスクアセスメント手法
②監査の実施手順
③その他

・�労働安全衛生リスク評価・
登録表

・マニュアル・規程
・内部監査チェックリスト
・その他

内部
監査前

リスク
アセッサー

養成教育 安全衛生担当

①OHSMSの概要
②OHSAS規格要求事項
③該当法令
④リスクアセスメント手法

 及び手順

・マニュアル
・リスクアセスメント規程

適宜

スキルアップ
教育

安全衛生担当

リスクアセスメン能力向上
・洩れのないリスク抽出
・危険事象の危険源特定
・管理策策定と有効性評価

・同上 1回／年

目標 2022年度 2023年度 2024年度

重大災害ゼロ件
死亡災害件数 0件 0件 0件

休業災害件数 3件 1件 2件

＜労働災害強度率＞� (対象：TMEIC)

2022年度 2023年度 2024年度
労働災害強度率 0.04 0.06 0.06

リスクアセスメント実施拠点件数 11件 11件 11件

リスクアセスメント実施割合 61％ 61％ 61％

※強度率：労働災害の「重さ」や深刻度を表す
　計算式：（延べ休業日数 × 1,000） ÷ 延べ実労働時間数
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２．働きがいのある職場づくり

基本方針
TMEICは2003年に東芝と三菱電機の一部の事業部門の統合により発足し、発足当時の各種制

度、労働条件、処遇条件などは、両社の制度を参考に策定しました。TMEIC設立以降、20年以

上が経過しますが、この間、法改正や社会環境、人事制度のトレンドなどを踏まえ、制度改定を継

続して行っています。

特に、春季労使協議では、従業員（組合員）からの声を拾いあげた労働組合から会社に対し、

各種規則内容の改定やベースアップなどについて要求がなされ、これに対し、会社としても一

つひとつのアイテムに真摯に向き合い、最適な解を導き出しています。その結果、賃金に関し

ては、2025年度までに12年連続のベースアップを行いました。会社の業績も踏まえ、しっか

りと従業員の処遇に還元することで、従業員のモチベーション維持・向上を図っています。

人事処遇制度
TMEICの人事処遇制度は、従業員一人ひとりの目標へのチャレンジや公正な評価を通じて人

材を育成し、能力や成果に応じた適正な人事配置・処遇を行うことで、従業員が持てる力を最

大限に発揮できるよう設計されています。業績評価は、組織目標を個人目標に落とし込んで設

定された目標計数の達成度や施策、業務活動、プロセスなどにおけるパフォーマンスを総合的

に評価します。評価制度や評価基準は社内で公開されており、透明性や納得性・満足度の向上

を図っています。

労働時間や働き方に関する取組
TMEICでは、社員一人ひとりが持てる力を十分に発揮できるよう、効率的でメリハリのある

勤務を推進しています。これにより、ワークライフバランスの確保やリフレッシュを可能にし、

高付加価値な仕事の実践、生産性の向上、そして会社の持続的な発展へとつなげる“正の好

循環”を生み出すことを目指し、職場環境の改善に取り組んでいます。生産性向上の観点から

は、業務プロセスの標準化・効率化の推進、オンライン会議設備の充実、全社的なペーパレス

化活動の推進などにより、生産性向上に加え、より付加価値の高い業務へシフトし、働きがい

のあるワークスタイルを目指しています。

また、ＩＴ化推進の観点では、サイバーセキュリティ・通信インフラ強化、ＩＴヘルプデスクの充

実、生成ＡＩ活用にむけた社内講習会の実施、スマートデジタルスペースの拡大に向けての取組

を強化しています。その他、年に1回、各事業所や職場単位にて「職場懇談会」を実施してい

ます。職場懇談会では、職場の上長である管理者側が、組合員からの意見・質問を聞き、意見

交換を行うことで、職場における課題や改善すべき点の把握及び解決、職場内のコミュニケー

ション活性化、効率的な業務推進などに役立てています。具体的な施策については、従業員満

足度調査（エンゲージメントサーベイ）の結果なども踏まえて決定しています。

執務環境改善に関する取組
執務環境の改善を目的に、本社事務所、工場事務所の改装や、支店・営業所の移転を進め

ています。本社事務所では、オフィスレイアウト及び設備のリニューアルにより、在宅勤務と組

み合わせたABW（Active Based Working）運用が可能となり、従業員が業務内容や目的

に応じて最適な場所で働ける環境が整備されました。これにより、集中作業、協働・小会議、

オンライン会議など、業務内容に応じた最適なスペース選択が可能となり、業務の質とスピー

ドが向上するとともに、固定席を廃止し、必要に応じた柔軟な利用に切り替えることで、オフィ

ススペースの効率的な運用が可能になりました。

リニューアルした本社事務所
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柔軟な働きかたを支援する仕組み
TMEICでは、ワークライフバランスの向上と生産性の向上を見据え、各種勤務制度を導入しています。制度の一例として、家庭環

境などに応じた柔軟な働き方を実現させるため、フレックスタイム制就業、短時間勤務制度、週3日以内の在宅勤務制度などがあります。

TMEICの「育児休職制度」では、休職期間を「子が満２歳に到達した後、最初に迎える４月末日まで」としており、法定を上

回る運用により、復職を希望する従業員を制度面で支援しています。また、短時間勤務制度についても、法定では育児目的の場

合、3歳未満の子を養育する労働者を対象者として認めていますが、TMEICでは、小学校を卒業するまでの子を養育する従業員

に認めており、法定を上回る制度設計により、子育て世代の従業員がより働きやすい環境で業務遂行することを支援しています。

また、福利厚生制度の一つとして、2021年度よりセレクトプラン制度を導入しています。セレクトプラン制度では、年度初め

に一定額のポイントが付与され、従業員はライフステージやライフスタイルに応じて、個々人で必要なメニューを選択し補助を受

けることができます。セレクトプランで選択できるメニューは「生活支援」「出産・育児」「介護」「自己啓発」など、多岐にわた

りますが、2025年度からは奨学金の返済費用も補助対象とするなど、必要に応じてメニューの改定も行っています。

従業員のエンゲージメント向上
「エンゲージメントサーベイ」は、自組織の「強み」や「課題」を把握し、改善施策を策定・実行することで、「働きがいのある風土

づくり」、「ウェルネスな生活」、「生産性の向上」、「不正防止」につながり、会社が健全に成長し存続していくことを目的としています。

TMEICでは「エンゲージメントサーベイ」を国内従業員に向けて３年ごとに実施しており、直近では2022年12月に実施し、

対象者2,740名のうち2,521名から回答を得ました（回答率92％）。調査結果は自由記述コメントとともに経営陣へ報告された

後、各部門・事業部により分析され、それぞれの課題解決に向けた取組が策定・共有されました。これらの取組は、現在に至るま

での全社横断型の活動や部門・事業部ごとの施策につながっています。TMEICは、これからも魅力的で働きがいのある 「TMEIC」

として成長していけるよう、「エンゲージメントサーベイ」の実施と改善施策の策定・実行に継続して取り組みます。

３．労使関係

労使関係に関する方針
ユニオンショップ協定に基づき、管理職などの一部の社員は除き、会社の社員は原則、組合員でなければならないとしています。会社と労働組合とは良

好な労使関係にあり、年2回の労使経営協議会の開催や春季労使交渉などの場を通じて企業の健全な発展と従業員の経済的、社会的地位の維持向上に努

め、積極的なコミュニケーションを図っています。

労働組合と締結している労働協約において、異動を行うときは速やかに労働組合へ通知することを定めています。特に、大量の配置転換、職種変更、駐在、又

は出向については、その基本的事項について労働組合と協議することを規定しています。

■ 組合員の割合� （対象：TMEIC）

男性 女性 合計
64.3% 63.0% 64.1%

� （対象：TMEIC）

目標 2019年度 2022年度 2025年度目標
従業員エンゲージメント
肯定的回答率※の向上

56% 54% 56%以上

■ エンゲージメント要因

※�回答を4つの区分（①非常にエンゲージしている、②
エンゲージしている、③ややエンゲージしている、④
エンゲージしていない）に分けた際の、①～③の割合
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４．キャリアマネジメントと教育

キャリアマネジメントと教育に関する方針
TMEICでは、すべての従業員に能力伸長と自己実現のチャンスを提供しています。従業員一人

ひとりの適性や志向に応じて適切なキャリア形成を支援するべく、ニーズに応じた研修を実施すると

ともに、従業員同士が教え合い、学び合うことで能力を高められる職場環境づくりに努めています。

キャリアマネジメントと教育に関する推進体制
社内教育担当だけでなく、事業部技術者や営業担当者も兼務として研修内容の評価と改善に

積極的に関与し、現場の視点を取り入れた実践的な研修プログラムを提供し、従業員のスキル

向上を効果的にサポートしています。

総務部
採用・人材開発グループ

各事業部からの意見を反映した
会社全体の研修体系整備・実行

職種別事業部より
経験者を1～2名ずつ選任

共通教育
チーム

技能教育
チーム

営業教育
チーム

技術教育
チーム

各職種の知識・経験に基づいた
教育内容の提案・改善

■ 教育推進体制図

キャリアマネジメントと教育に関する取組
人事資格ごとに必要なスキルや知識レベルを明確にしたスキルマップ表を作成し、それを基に

した年次・資格に応じた研修体系の整備、運営を実行しています。また、研修体系及び各種研

修の詳細を整理した研修ガイドブックも制作しています。個人の能力開発のために必要な自己

啓発費用を、セレクトプラン制度の支給対象としており、福利厚生の面からも従業員の自己啓

発を促す仕組みをつくることで、積極的な能力開発の支援を行っています。

また、事業計画と個々の従業員の育成視点の両面で人事異動を行い、事業強化とともに将

来の経営幹部や社内のスペシャリストの育成を計画的に行っています。

■ 教育体系図

TMEICの教育体系やエルダー制度、グローバル教育など、各種研修制度の詳細はこちらをご覧ください。
� （対象：TMEIC）

2022年度 2023年度 2024年度
従業員数 2,693人 2,811人 2,940人

受講者数 1,607人 2,137人 2,266人

従業員一人当たりの受講時間 5.6時間 8.9時間 8.9時間

従業員一人当たりの教育・講習会費 49,600円 64,900円 65,800円

※従業員数は、年度末時点の在籍者数を示す。

2025年度には新しい学習管理システム（LMS）を導入予定です。従業員が自分の教育履

歴を日常的に振り返ることができる環境・データベースを整備することで、自主的な学習意欲の

醸成を図っています。そのほか、以下の自己啓発支援制度を設けており、スキルアップをめざ

す従業員を会社として支援しています。

•• 語学自己啓発補助金制度

•• 資格所得奨励金制度

•• TOEIC受験費用補助

また、採用・人材開発グループでは年に2回、研

修の定期報告会を実施し、研修の見直しや企画につ

いて議論しています。 2024年7月度定期報告会の様子
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■ グローバル人材・技術者・技能者の育成

TMEICは、海外各地に事業拠点を有しています。近年の海外事業の急成長に伴い、海外売

上高比率は50%超を占めており、グローバル人材の育成は喫緊の課題です。そこで、海外で

の事業展開においてもリーダーシップを担うことのできる人材を増やしていくため、教育・研修

を充実させています。具体的には、海外現地法人に研修生として6ヵ月間派遣される海外OJT

研修制度や、英語圏の現地語学学校に派遣される海外語学研修制度などを用意しています。

技術・技能伝承においては、事業部ごとに業務に必要な技術・技能に関する教育を実施し、

スキルアップを図る制度を用意しているほか、熟練者の技術をとり入れた、業務支援システム

の開発なども行っています。

＜グローバル研修制度＞
研修制度 内容

海外OJT研修制度

TMEICの海外現地法人に研修生として6ヵ月間派遣される制度です。研修生には個
別の研修テーマが与えられ、そのテーマに基づいた実際の業務を海外現地法人で担
当（実務研修）することにより、単なる語学力だけではなく、英語や中国語によるビ
ジネススキルを習得することやグローバル適応能力の向上を図るものです。

海外語学研修制度

英語圏の現地語学学校に派遣（4週間コースと10週間コース）し、この期間で集中
的に語学力（英語）を高めることを目的とした研修制度です。個人レッスンから少人
数（4～6人）クラス、授業の難易度も幅広いものが用意されており、派遣者の語学
レベルに応じてセミオーダーメイドでカリキュラムを設定することができます。

語学自己啓発補助金制度
自己啓発として会社が認めた英会話講座を受講した際に、発生する費用の一部を補
助する制度です。この制度を利用して、業務終了後に会社の会議室に外国人講師を
招いて、少人数での英会話教室を開催している社員グループもあります。

海外語学研修制度（一般家庭にホー
ムステイし、活きた英語と現地の
一般的な生活に触れる）

エルダー教育（入社後3年間は専
属の教育指導者（エルダー）による
育成指導を実施）

新入社員教育（技能者育成のため
に入社後2ヵ月間基礎訓練を実施）

■ キャリア採用者向け研修※1� （対象：TMEIC）

2023年度 2024年度
目標数 108人 103人

受講者数（受講率） 177人（164%）※2 103人（100%）

※1 各年度でキャリア採用者全員を受講対象者とする。キャリア採用者向け研修は2023年度より新設。
※2 初年度は前年度入社者も任意対象としたため、2023年度は受講者数が突出している。

■ キャリアマネジメントと教育� （対象：TMEIC）

2022年度 2023年度 2024年度

管理職向け

新任管理職研修受講者数実績
フォローアップ研修受講者数実績

25人 121人※1 69人

次世代リーダー育成研修受講者数実績
(社外異業種交流型研修)

7人 8人 8人

キャリア採用者向け
入社時研修受講者数実績 -※2 177人※2

(164%)
103人

(100%)

目標値:キャリア採用者全員 - 108人 103人

※1 �管理職・経営職昇格2年目の社員を対象に管理職経営職フォローアップ研修を新設。初年度は過去昇格者3
年間分を対象とした為、2023年度のみ受講者数が突出している。

※2 �キャリア採用者向け研修は2023年度より新設。初年度は過年度入社者も任意対象とした為、2023年度
は受講者数が増加。
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５．DE＆I（Diversity, Equity and Inclusion）

DE&Iに関する方針
TMEICは、人権の尊重におけるTMEICグループの基本方針として、基本的人権を尊重し、

差別的取扱いを行わないこと、また、基本的人権を侵害する行為があった場合には、適切な措

置を講じることを定めています。この基本方針のもと、多様な価値観を受容し、人種、宗教、

性別、国籍、心身障がい、年齢、性的指向などに関する差別的言動、暴力行為、セクシャルハ

ラスメント、パワーハラスメント（職場のいじめ、嫌がらせ）などの人格を侵害する行為をしな

いことをTMEICグループ役員及び従業員の行動基準としても定めています。これらの基本方

針及び行動基準を踏まえ、多様な価値観をもった人が共存できる企業を目指します。

DE&Iに関する取組
■ 女性の活躍推進

TMEICの女性従業員の割合は現在、全体の1割程度にとどまりますが、女性活躍推進法に基

づく目標に「技術系新卒採用者に占める女性比率15％以上」を定め、在宅勤務制度や短時間

勤務制度などの働きやすい職場環境を整備することで、女性採用に積極的に取り組んでいます。

なお、同一資格など級での男女別の基本給部分について、賃金格差はありません。

＜女性活躍推進法における取組＞� （対象：TMEIC）

女性活躍推進法における目標 直近年度実績
①技術系新卒採用に占める女性比率に関し、15%以上を目標とする 5.4%

②年次有給休暇の取得率に関し、従業員平均60%以上の継続を目標とする 68.5%

＜女性の従業員比率及び女性管理職比率＞� （対象：TMEIC）

項目 比率
女性従業員比率 11.5%

女性管理職比率 1.7%

■ 採用活動における施策

採用活動においては、応募者の基本的人権を尊重し、応募者の適性・能力のみを基準として

進めています。家族や家庭環境、思想、宗教、友人関係など、就職差別につながる恐れのあ

る質問は実施せず、公正な選考を徹底しています。採用段階における差別を防止するために、

マニュアルを作成の上、面接官への指導を行っています。

■ 障がい者雇用
TMEICでは、障がいのある従業員が限定された業務に従事するのではなく、各個人の能力

に応じた通常業務に従事し、２０２５年８月末時点で５１名がそれぞれの職場で活躍しています。

TMEICでは、多様性の受容と尊重を重視し、障がいの有無にかかわらず、すべての従業員が

活き活きと働ける職場環境づくりに取り組んでいます。また、障がい者雇用に対する意識向上

を目的として、2024年度下期には一般従業員および管理職向けに、障がい者雇用に関するe

ラーニングを実施しました。そして、今年度も新たに障がいのある従業員を迎える職場や従業

員本人に向けた同eラーニングを行っています。また、全社員の中から選出された障がい者生

活相談員が、職務内容や作業環境など職業生活全般においてサポートに携わっています。

TMEICの障がい者雇用率は常用雇用労働者数の増加などに伴い、2024年度末時点では法

定雇用率を下回りましたが、その後、法定雇用率達成に向けて利用する採用エージェントを2社

から７社に増やすことで、障がいのある方の選考回数と機会を増やし、積極的に採用活動を行

っています。また2025年度上期中に採用エージェントに加えて全国のハローワークを活用し、

さらに採用活動を強化する予定です。

＜障がい者雇用に関する取組＞� （対象：TMEIC）

2022年度末 2023年度末 2024年度末
TMEICにおける雇用率 2.43% 2.47% 2.26%

法定雇用率 2.30% 2.30% 2.50%

■ 外国籍従業員の雇用

TMEICグループは、グローバルに広く事業を展開しており、その発展に向け、様々な国や地

域で優秀なグローバル人材・技術者の採用・育成をしています。現地法人での採用はもちろん、

TMEIC本体においても外国人採用を行っています。

■ ベテラン層の活躍

TMEICでは、少子高齢化が進む中で、60歳の定年以降も貴重な戦力として、また高度な

スキルや技能の伝承者として、ベテラン層が活躍できる環境づくりを積極的に推進しています。

希望者は全員再雇用をしており、ベテラン層の働き方のニーズや個々のスキル・能力に応じた

制度を整備し、多くの従業員が定年退職後も業務に従事しています。

TMEIC のサステナビリティ 環境 社会 ガバナンス データ集
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社会貢献活動

主な地域貢献活動

新入社員研修での社会貢献教育
（人材育成・社会意識の醸成・地域貢献）
関連するSDGs

TMEICでは、毎年の新

入社員研修に社会貢献に

関するプログラムを設けて

います。また、研修の一

環として、本社所在地で

ある東京都中央区の「バ

リアフリーマップ」の作成

支援活動にも取り組んで

います。

モータ工作教室の実施
（次世代教育支援・地域貢献）
関連するSDGs

2024年11月に、長崎

事業所に関連のある方を

対象にした工場見学会を

開催するとともに、小学生

を対象としたモータ工作教

室を開催しました。

地域社会貢献活動への参画

関連するSDGs

■ �本社ビル周辺の清掃
活動への参加

■ 地域社会貢献活動への参加

東京都中央区の社会貢献活動の

普及促進を図るイベント「つながり

マルシェ」へのノベルティ提供を行

いました。

体制と方針

TMEICグループは、「あらゆる人々の尊重と活躍」というマテリアリティに基づき、サステナビリティ活動の一環として社会貢献活動を推進しています。この推進体制を強化するため、2024年に

サステナビリティ委員会の傘下に「フィランソロピー分科会」を設置しました。「フィランソロピー」は、古代ギリシャ語の「philanthrōpia」に由来し、「フィロス（愛）」と「アントロポス（人類）」

を組みわせた言葉です。近年では「人類愛にもとづいた慈善活動」という意味で、個人や企業が社会課題を解決するために行う活動全般を指して使われています。そのため、分科会の名称として

採用しました。

2024年9月には、TMEIC従業員を対象にアンケートを実施し、「地域貢献」、「自然保護・環境保全」、「災害支援」が関心の高いテーマとして挙がりました。今後は、これらの声を参考に活動の

方向性や重点分野を整理し、より体系的な取組へと発展させていく予定です。

TMEIC のサステナビリティ 環境 社会 ガバナンス データ集
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海外での活動

地域貢献・教育支援
関連するSDGs

TMEIC Industrial Systems India 

Private Ltd.は、カルナタカ州の拠点所在

地近郊のネハラ村に小学校を建設するプロ

ジェクトを開始しました。地域の子供たちに

質の高い教育環境を提供することで明るい

未来の実現を

目指します。

開校は2025

年度中を予定

しています。

地域貢献・従業員寄付マッチングプログラム
関連するSDGs

TMEIC Corporation Americasは、拠

点所在地のバージニア州ロアノークで14の

社会貢献プログラムを推進しており、同プ

ログラムで従業員からの金銭の寄付が行わ

れる場合、同社が同額を拠出するマッチン

グ拠出を運用しています。2024年度は合

計で18

万6千ド

ルを拠出

しました。

産学連携
関連するSDGs

TMEIC Europe Ltd.は、拠点所在地近

辺のイタリアバーリ工科大学（Politecnico 

di Bari）にて、電気工学生向けの授業の

開催や、インターン

シップや共同研究な

ど、様々なプログラ

ムを検討しています。

文化振興
関連するSDGs

TMEIC China Corporationは、チャリ

ティー文化イベントの運営に協賛・参画し資

金や物資を提供するとともに、従業員が伝

統芸能である京劇

を披露し、表彰を

受けました。

スポーツ振興

ラグビー（スポーツ振興、地域貢献）
関連するSDGs

TMEICは2021年から、「JAPAN RUGBY LEAGUE 

ONE」で活躍する「東芝ブレイブルーパス東京」とのパー

トナーシップ契約を締結し、同チームの活動を支援しています。

TMEICの府中事業所は、チームの練習場がある東芝府中事

業所内に近接しており、ラグビーを通じた地域社会の活性化

に協力しています。

ゴルフ（スポーツ振興）
関連するSDGs

TMEICは、2023年から女

子プロゴルファー鶴瀬 華月選

手とのサブスポンサー契約を

締結しています。この契約を

通じて、鶴瀬選手の活動支援

はもとより、プロゴルフ競技の

普及・振興に協力します。

インド アメリカ 欧州 中国

TMEIC のサステナビリティ 環境 社会 ガバナンス データ集
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１．コーポレートガバナンス

取締役会・監査役会
会社の重要事項や方針を決定する取締役会、取締役の職務の

執行を監査する監査役会が相互チェック機能を果たしながら、事

業活動を行っています。TMEICは執行役員制度を採用しており、

非常勤取締役を含め構成される取締役会（議長は代表取締役兼

取締役社長）から取締役社長及び執行役員に業務執行の権限・

責任を委譲し、業務執行の「決定」と業務執行の「監督」の分

離を進め、迅速な意思決定及び事業運営を図っています。取締

役会はグループ全体の経営課題について協議し、意思決定を行

うとともに、代表取締役と執行役員、及びグループ各社の業務

執行を監督しています。また、各監査役も出席し意見を述べるこ

とで、取締役会に対する監査・牽制機能を担っています。また、

取締役会は原則として四半期ごとに開催し（必要に応じて臨時開

催）各執行役員による業務執行報告（経済、環境、社会項目を

含むリスクの評価など）を受けて、取締役会で社長がその総括

を行います。各執行役員による業務執行報告のリスク評価は自

己評価によるものですが、取締役会では、付議案件や個別報告

案件の資料を取締役及び監査役が事前に入手して評価・レビュー

を行い必要な措置などについて質疑を行います。毎年度作成し

ている事業報告には、内部統制システムの運用状況などを記載

しています。その中では、取締役会の前年度における開催回数

などの状況についても記載しており、これらの内容は取締役会に

て審議のうえ、事業報告として決議されます。決議された事業

報告は、6月の定時株主総会にて報告されます。

取締役及び監査役の選任については、株主との対話を行い

ながら、企業経営や技術、経理などに関する専門知識に加え、

社内の事業部門やスタッフ部門、社外での経験なども考慮して

候補者を選出しています。選出にあたっては、2名以上を非常

勤取締役とし、監査役の半数以上を社外監査役とするなど多

様性や独立性を確保することも重視しています。作成した選任

議案は取締役会での審議を経て株主総会に付議しています。

TMEICと取締役・執行役員の間における競業取引や利益相

反取引などについては、法令及び取締役会規則・執行役員規

則に基づき、取締役会の承認を得ることとしています。さらに、

社外監査役を含め構成される監査役会が、独立した機関として、

取締役の職務執行や取締役会の実効性などを監査しています。

取締役と監査役による経営情報の共有のためには、取締

役社長、取締役副社長、常勤監査役、社外監査役による情

報交換会が定期的に行われるほか、取締役社長、取締役副

社長、スタッフ部長・事業部長（執行役員など）、常勤監査

役などが参加する経営連絡会が原則毎月開催されています。

取締役の就任時や、執行役員の就任時などには、取締役・

執行役員の法的責任などについての研修も行われています。

TMEIC グループは、高い企業倫理とコンプライアンスを経営の基本とし、公正で透明性の高い企業活動に努めています。内部統制・リスク管理、情報管理などの取組を強化することで、
より実効性のあるコーポレートガバナンス体制の構築を目指しています。また、サプライヤーをはじめとしたお客様、地域社会、政府、株主、従業員などのステークホルダーとコミュニケー
ションを図ることでTMEICグループの事業に共感いただくとともに、ご意見・ご要望に迅速に対応し、ステークホルダーの利益を守ることを重視しています。特にTMEICの株主である
東芝と三菱電機とは、各種の連絡などを定期的また必要なタイミングで都度行うなど、積極的に対話を行っています。

ガバナンスの強化とコンプライアンスの徹底

■ 内部統制体制図

株主総会

監査役会
社外3名、社内1名

取締役会
社外2名、社内4名

会計監査人 監査役会事務局 取締役会事務局

内部監査室 執行役員会

リスク管理委員会

業務執行組織（国内外）

執行役員

代表取締役 取締役社長報告
監査

連携

選任・解任
コ
ー
ポ
レ
ー
ト

ガ
バ
ナ
ン
ス
体
制

内
部
統
制
シ
ス
テ
ム

選任・解任 選任・解任

選任・解任

指示・命令
承認・監督

サステナビリティ委員会

重要事項の付議
業務遂行の報告監査 業務遂行を監督

監査
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グループガバナンス
TMEICは、国内外の子会社へのグループガバナンスにより、経営方針・意思の統一とシナジーを追求し、各関係会社の取締役会及び各種定例会議を通じた TMEIC・関係会社間の適切な意思疎

通を推進しています。また、グループガバナンスの指針として、TMEIC と関係会社間の「コミュニケーションルール」を制定するとともに、この「コミュニケーションルール」の遵守状況を確認す

るため、内部監査部門による監査を定期的に実施しています。

さらに、海外関係会社のトップを集めた中期経営計画及びその進捗フォロー会議や、部門ごとのグローバル会議も定期的に行うことで、経営方針や戦略におけるグループ連携を一層強化しています。

内部統制・リスク管理
リスク管理にあたっては、リスクマネジメント・コンプライアンス基本規則を制定し、リスク管理体制の構築・推進・維持など

に関する事項について定めています。

経営上のリスクについて、各部門にて重大リスクを抽出し、それらの影響度や発生可能性などを評価して、リスク管理活動を

行っています。そして、定常業務の遂行にあたっては、各部門が各々の業務分掌に係るリスクについて、リスクマネジメントを

推進しています。

また、全社のリスク管理をつかさどる全社リスクマネジメント・コンプライアンス責任者（以下「CRO」）の元、全社及び各事業所・

工場・各支店別に開催しているリスク管理委員会において、リスク情報の共有、並びにリスク管理活動及び施策の報告を半期ごとに行っ

ています。全社のリスク管理委員会においては、社長、副社長、CRO、常勤監査役、各スタッフ部長、各事業部長が出席し、全社の

リスク管理の推進及び実行フォロー、並びに各部門のリスク管理活動、重大リスク及び重点施策の報告などを行っています。重大イン

シデントが発生した場合又は発生するおそれがあることが判明した場合、直ちに社長、副社長、CRO及び関係部門へ報告する仕組み

も構築しています。

なお、内部監査部門では、業務の遂行に対して独立した立場から、内部統制の整備及び運用状況を検討・評価し、必要に応

じて、その改善を促す活動を行っています。

■リスク管理体制図
取締役会

リスク管理委員会（全社のリスク管理の推進など）
取締役社長／取締役副社長／CRO※

リスクマネジメント
（リスクの特定・分析・評価により、

損失を最小化するための施策を
立案・推進・改善すること）

重大インシデント
（重大リスクが顕在化・

現実化したもの）

※全社リスクマネジメント・コンプライアンス責任者

報告報告

報告

スタッフ部門　　　事業部　　　関係会社　　
場所別リスク管理委員会
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２．コンプライアンス

コンプライアンスに関する規則
企業が責任ある社会の一員として認められ、将来にわたって成長を続けていくためには、企

業の役員・従業員の一人ひとりが、法律や規則などを遵守することはもちろん、高い倫理観や

品位をもって公正で誠実な事業活動を行い、信頼を勝ち取っていくことが不可欠です。TMEIC 

では、すべての役員・従業員がTMEIC の果たすべき役割を認識し、日々の事業活動における

行動の指針とすることができるよう、「TMEIC グループ行動基準」及びコンプライアンスに関

する各種会社規則を制定、運用しています。また、全社へのコンプライアンス意識の徹底を図

るため、TMEIC の役員・従業員を対象にｅラーニングなどを利用したコンプライアンス関連

（TMEICグループ行動基準、輸出管理、下請法、会計など）の教育を行っています。TMEIC

グループ行動基準の教育は、独占禁止法遵守や贈収賄防止などのケーススタディ・問題となる

リスクなどを内容として、TMEICの全拠点の従業員を対

象に毎年度行っており、全社の受講対象者の100% が受

講しています。さらに、全部門・全拠点における各種法令

の遵守状況を定期的に確認する目的で、毎年度、全事業

所・工場を対象に遵法自主監査を実施しています。加えて、

内部監査部門による第三者監査も併せて行っています。

自由な競争と公正な取引への取組
TMEICは「TMEICグループ行動基準」に「独占禁止法・官公庁取引規制などの遵守」「贈

賄の禁止」を掲げています。独占禁止法の遵守と贈収賄防止に関しては、TMEIC の役員・従

業員が遵守すべき事項や社内手続を詳細に規定した独禁法コンプライアンス・プログラムや贈

収賄防止対応コンプライアンス・プログラムなどの会社規則を制定、運用しており、各国・地域

の法令遵守はもとより、健全な商慣行、社会通念に基づき、自由で公正な競争を行うよう努め

ています。独占禁止法の遵守や贈賄の禁止などに関する教育を継続的に実施しており、2024

年度のeラーニングは2,649名（全社の受講対象者の100%）が受講しました。

■ 独禁法コンプライアンス・プログラム

「TMEICグループ行動基準」に基づいて制定された独占禁止法コンプライアンス・プログラム

は、営業活動、調達活動、技術活動を中心とする全ての事業活動を対象としています。プログ

ラム全体の統括責任者は法務・コンプライアンス部長が担い、スタッフ部長、事業部長、支店

長、事業所長及び工場長が各部門における実施責任者として本プログラム、ガイドライン並び

に個別マニュアルなどの内容の周知徹底を進めています。

� （対象：TMEIC）

テーマ 目標 2022年度 2023年度 2024年度

独占禁止法コンプ
ライアンス・プロ
グラムの周知徹底

eラーニングの
受講率100％
維持

営業コンプライアンス
教育　受講率

100% 100% 100%

「TMEICグループ行動
基準」教育　受講率

100% 100% 100%

TMEIC のサステナビリティ 環境 社会 ガバナンス データ集
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適正な会計
TMEICは、「TMEIC グループ行動基準」に「適正な会計」を定め、税の透明性の向上を

図っています。グループ各社の所在する国の法令を遵守し、適切な納税を行い、各国税務当局

と良好な関係を維持するように努めています。

適正な納税

税務管理が適切に行われるよう、執行役員経理部長を責任者とするグループ税務ガ
バナンスの枠組みを整備しています。具体的には、グループレベルでの税務リスク
管理において確認されたリスクや懸念事項について、経理部主導の「会計コンプライ
アンスに関するe ラーニング」（全従業員対象）を半期ごとに実施し、対応の周知を図
るとともに、社内における税務コンプライアンス意識の浸透に努めています。これ
までに確認されたリスクや懸念事項は経理部に報告され、適宜、e ラーニングにお
いて対応の周知を図っています。
税務ガバナンスの実効性については、税制改正に対する情報収集、海外税務及び海
外のグループ内取引など、最新の税務知識を踏まえて、税理士法人や顧問税理士な
どの社外の専門家からの助言により評価しています。
事業を行う各国・地域の関係法令・基準、移転価格管理に関してもOECD ガイドラ
インやグループ各社の所在する国・地域の法令を遵守します。利用可能な税制上の
優遇措置や免税措置を適用する場合がありますが、事業実態に合致しない不当な税
務プランニングは行いません。また、タックスヘイブンのような租税回避を目的と
した取引は行わず、事業実態を反映した適切な納税を行います。

税務リスク管理

税務コンプライアンスを事業推進と一体のものと考え、グループ各社の事業の推進
にあたっては税務リスクの管理を徹底します。グループレベルでの税務リスクの適
切な把握に努め、重要な税務リスクが特定された場合には、必要に応じて税理士法
人や顧問税理士などの社外の専門家の助言を求めます。

税務当局との関係
税務に関する情報について、政府・課税当局からの求めに応じて適時適切に提供す
るなど、誠実な対応を旨とし、継続的な信頼関係の醸成維持に努めます。

国別の報告
タックスヘイブンによる租税回避はもちろんのこと、BEPS※行動計画にもとるタッ
クスプランニングはしないことを旨とし、各国の税制を遵守します。

※BEPS：Base Erosion and Profit Shifting、税源浸食と利益移転

反社会的勢力への対応
TMEICは「TMEICグループ行動基準」に「反社会的勢力の排除」を規定しています。基

本規則や対応方法のマニュアルなどを制定し、全社への周知を図り、役員・従業員が有事の際

に適切に対応できるよう備え、反社会的勢力への対応に関する教育を継続的に実施しています。

2024年度は、eラーニングによる教育を行い、2,673名（全社の受講対象者の100%）が

受講しました。また、反社チェックツールを導入して、リスクの検知に努めています。

内部通報制度
TMEICは、コンプライアンス違反の早期発見及び未然防止策として、役員・従業員がコンプ

ライアンス違反と疑われる事案に接した場合に報告を行う内部通報窓口（「リスク相談ホットラ

イン」）を設置し、全社に周知しています。当該通報窓口は、社内窓口（法務・コンプライアン

ス部及び総務部）及び社外窓口（社外の法律事務所）で構成されており、匿名での通報も受

け付ける体制を整えています。

また、通報を行った役員・従業員に対し、通報を行ったことを理由に不利益な取扱いをしない

旨を関連規則に定めています。

輸出管理
TMEICグループは、国際的な平和と安全の維持を目的として「輸出管理に関するコンプライ

アンス・プログラム」を策定し、事業活動を行う各国・地域の輸出管理に関する法令の遵守を

徹底しています。輸出管理体制においては、社長が統括責任者、輸出管理室長が審査責任者

を務めています。貨物・技術の該非判定については各事業部、工場に責任者、スタッフ部門か

らは輸出管理推進担当、事業部からは輸出管理メンバーを拠出し、製品の規格や性能を熟知し

た複数の担当者によるチェックを実施し、厳格な審査、承認体制を構築しています。

なお、TMEICは輸出管理内部規程を整備し、外為法など遵守事項を確実に実施している証とし

て、経済産業省よりリスト規制貨物・技術の許可に関して「特別一般包括許可」を取得しています。

■ 輸出管理教育

輸出管理の重要性を認識さ

せ、「TMEICグループ行動基

準」及び輸出管理規程を周

知・徹底するため、毎年輸出

管理室は輸出管理担当者への

実務教育のほか、全従業員を

対象としたｅラーニングなどの

輸出管理教育を行っています。

2022年度から2024年度末

でのeラーニング受講率はい

ずれも100％です。

輸出管理室
審査グループ

業務管理グループ
監査グループ

購入品輸出管理責任者

輸出管理機械化推進責任者

技術判定責任者

スタッフ部門輸出管理推進担当

各事業部

サブマネージャー
推進担当
出荷管理責任者
船積管理責任者輸出管理メンバー

輸出管理統括責任者（社長）

輸出管理室長・審査責任者

＜輸出管理体制＞
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３．BCP（事業継続計画）

BCP（事業継続計画）
TMEICはライフライン（電力など）、交通システム、基幹産業の生産ラインなど、社会・経

済活動全体を支えるインフラへの製品・サービスを数多く手がけています。そのため、自然災

害、大火災、パンデミック、テロ攻撃などの緊急事態に遭遇した際にも社会・経済活動への影

響を最小限にとどめ、迅速な復旧を図るために、BCP規程を定めています。

この規程に基づき、BCPの策定・運用のため、経営企画本部及び総務部をコアメンバーとす

るBCP事務局を設置し、必要に応じて他のスタッフ部門も参画しています。本社又は国内の販

売・製造拠点において甚大な被害が発生した場合は、社長を本部長とするBCP実行本部を設

置し、BCP事務局と連携して対応にあたります。

■ BCP実行本部組織図

本部長／副本部長	 ：社長／副社長
メンバー	 ：スタッフ部長、事業部長、事業部企画部長

経営企画本部、総務部

BCP実行本部

BCP事務局

また、非常事態の中でも継続させなければならない業務を事業部／スタッフ部門別に精査し

て「重要業務選定シート」「チェックリスト」「タイムライン」を作成し、全社員に周知徹底する

ことで、非常時にも滞りなく業務を遂行できるよう備えています。

４．贈賄の禁止

贈賄の禁止に関する方針、推進体制
TMEICは「TMEICグループ行動基準」に「贈賄の禁止」を定めており、法令及び健全な

商慣行に反した不適正な支出並びに政治家又は政治団体に対する不適正な利益・便宜の供与を

禁じています。TMEICではこれに基づいて贈収賄防止対応コンプライアンス・プログラムを制

定し、腐敗の防止に努めています。

■ 贈収賄防止対応コンプライアンス・プログラム体制図

事務局（法務グループ）

統括責任者（法務・コンプライアンス部長）
贈収賄防止対応コンプライアンス・プログラム全体の実施責任

実施責任者（スタッフ部長、事業部長、支店長、事業所長及び工場長）
各部門における実施責任

副統括責任者（経営企画本部長、資材部長、技術統括部長）
統括責任者の補佐、営業活動・調達活動・技術活動の実施責任

贈賄の禁止に関する取組
TMEICは、贈収賄防止対応コンプライアンス・プログラム、ガイドラインなどを運用し、国

内外の公務員など及び私人に対する不適切な利益の供与が、贈賄として違法行為に該当するだ

けでなく、国内外の事業における競争条件を不当に歪めるとの認識のもと、交際費・会議費の

事前・事後の承認手続、外国公務員への接待などの申請・届出手続、国内出張・海外出張の承

認手続、腐敗認識指数が高い国の代理店と取引を開始する前の腐敗防止デュー・ディリジェン

スなどを通じて贈収賄防止を図っています。
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５．情報セキュリティ

情報セキュリティに関する方針、推進体制
TMEICは、「個人情報、お客様・調達取引先など第三者情報及び当社情報など、事業遂行

過程で取り扱うすべての情報」の財産価値を認識し、これら会社情報を秘密情報として適切に

管理・保護することを基本方針として、「TMEIC グループ行動基準」に規定しています。

また、コンピュータ・セキュリティインシデント発生時の即時対応力を強化し、被害の最小化

と早期復旧を図るために、CSIRT（Computer Security Incident Response Team）を

設置しています。CSIRTでは日々多様化・高度化するサイバー攻撃による被害を未然に防止す

るために、必要に応じて迅速な対応を行います。

■ CSIRT体制図

TMEIC CSIRT
（日本国内）

経営層
（取締役及び執行役員）

外部専門家

TMEIC社内関係部門
（各スタッフ）

連携

インシデントマネージャー
インシデントハンドラー
インシデントアナリスト
（情報システム部門）

コマンダー
（技術統括部長）

情報セキュリティに関する取組
■ 情報セキュリティ侵害防止のための取組

TMEICでは、情報セキュリティ侵害の防止を目的として、統制手順の監査を実施しています。

また、個人情報の保護のために、レコードリテンションスケジュール（記録の保持に関する計

画）を実施するとともに、機密情報の取扱い、共有、保管については、本人の同意を得たうえ

で行っています。

さらに、TMEICでは機密情報の侵害を適切に管理するため、コンピュータ・セキュリティインシ

デント対応に関する規程を整備し、情報セキュリティ侵害の検知、対応、影響の抑制、被害の最小

化及び早期復旧に至るまでの手順を明確化することで、情報セキュリティの強化に努めています。

■ コンピュータ・セキュリティインシデント対応規程

サイバー攻撃に起因する情報漏洩やシステム停止・異常動作、金銭詐取といったコンピュー

タ・セキュリティインシデントの被害を最小限にするために、コンピュータ・セキュリティインシ

デント対応規程を制定し、CSIRTが主体となって運用しています。

想定される主な攻撃手段（例） 被害（例）
1 マルウェア感染（標的型攻撃、ランサムウェア）

情報漏洩
2 不正アクセス（情報窃取）

3 DDoS攻撃
サイバー攻撃に起因するシステム停止や異常動作

4 不正アクセス（情報改ざん）

5 ビジネスメール詐欺 金銭詐取

6 その他、標的型攻撃など 不明な点が多いが、1～5の可能性がある場合

■ サイバーセキュリティ対策教育

ユーザーの不注意によるインシデントを

防ぐために、新入社員教育、中途採用社

員向け教育、TMEICの役員・従業員を対

象とする年1回のeラーニング（社員が安

心して業務を継続できるようにするための

社員がとるべき行動）などで、ゼロトラス

トセキュリティの考えに基づいたサイバー

セキュリティ対策の周知徹底を図っています。

■ 不審メール対処訓練

従業員一人ひとりが不審なメールを見抜くスキルを習得することを目的として、訓練用の不

審なメールを不定期に送信しています。対応を確認し必要に応じて再教育を施すことで、意識

の向上並びにリスクの軽減を図っています。
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１．資材調達基本方針・体制

責任ある調達の推進

TMEICグループ資材調達基本方針

1. 国内外の関連法規の遵守
　 調達活動に当っては、国内外を問わず、各国・地域の関連する法令・社会規範を遵守します。

2. 公正でかつオープンな取引の推進
　 国内外を問わず、サプライヤー様に公平な機会を設け、公正な評価のもとに調達活動を行います。

3. サプライヤー様とのパートナー関係強化
　 �国内外のサプライヤー様と、相互理解と信頼関係に基づくより良いパートナーシップの構築・発展に努

めます。

4. サステナブル調達活動の推進
　 �持続可能な社会の実現に向け、カーボンニュートラルに関する取組をはじめとする環境負荷低減への

貢献や、人権・労働慣行に配慮した調達活動を推進します。

CSR調達ガイドライン
組織が社会的責任を果たしていくためには「サステナブル調達」の推進が不可欠であると考

えており、「TMEIC CSR調達ガイドライン」※を制定しています。本ガイドラインは、サプライ

チェーンで取り組むべき重点項目として「人権・労働」「安全衛生」「環境」「公正・倫理」「情

報セキュリティ」の５つを掲げており、「TMEICグループ資材調達基本方針」及び「RBA行動

規範」の中でサプライヤーに遵守いただきたい事項を網羅しています。また本ガイドラインは、

サプライヤーに、サステナブルな社会・事業を発展させていくためのTMEICグループの取組

を伝えるためのコミュニケーションツールとしても位置づけています。

※�近年の持続可能な調達に関する社会要請を踏まえ、2025年度下期頃に「TMEIC CSR 調達ガイドライン」の改訂（新
名称「TMEICグループ サステナブル調達ガイドライン」）を予定しています。

　「TMEICグループ資材調達基本方針」及び「TMEIC CSR調達ガイドライン」はウェブサイトでも公開しています。

人権・労働 安全衛生 環境 公正・倫理 情報セキュリティ

資材調達におけるサプライチェーンマネジメントの推進体制
TMEICグループではサステナビリティ委員会の傘下に「サステナブル調達分科会」を設置し、

本社資材調達部門を中心に、国内海外拠点及び親会社資材調達部門と連携しながら、サプライチ

ェーンマネジメントの強靭化を推進しています。また、サステナブル調達分科会で決定した内容は、

サステナビリティ委員会での確認を経た上で、執行役員会への報告を通じて、取締役会に対して

報告されています。

グローバル化の進展により、サプライチェーンにおける人権・環境・法令遵守などのリスクが複雑化しています。TMEICグループでは、こうした課題に対応するため、「資材調達基本方
針」及び「CSR調達ガイドライン」を策定し、サプライヤーとのパートナーシップを重視しながら、サステナブル調達の推進、リスク評価、教育・監査・通報制度など多面的な取組を展開し
ています。

東芝・三菱電機
本社資材調達部門

サステナビリティ委員会
カーボンニュートラル分科会

人権分科会 フィランソロピー分科会
サステナブル調達分科会

情報共有

本社：資材調達部門 海外関係会社：資材調達部門国内拠点：資材調達部門

連携・情報共有

報告

報告

監督・助言

監督・助言
執行役員会

取締役会
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２．サステナブル調達の推進

新規サプライヤーの選定
新たに取引を開始するサプライヤーを選定する際には、事業領域や取扱い部材の特性といっ

た基本要件に加えて、サステナブル要件としてESG(E：環境、S：社会、G：ガバナンス)条項

を盛り込んだ取引基本契約書の取り交わしを必須とするとともに、「TMEIC CSR調達ガイドラ

イン」への同意をいただいています。

2022年度 2023年度 2024年度
新規サプライヤー 43社 34社 28社

取引基本契約書締結率 100％ 100% 100%

（対象：TMEIC）

サプライチェーンにおけるリスク評価
特に調達金額が大きく、事業戦略上重

要と考えられる主要な一次サプライヤー

131社における「TMEIC CSR調達ガイ

ドライン」への同意書の提出率を年1回

確認し、中期経営計画審議会を通じて取締役社長をはじめとする経営層へ報告を行っています。
また、「TMEIC CSR調達ガイドライン」に基づき定期的な書面調査を実施し、 サプライヤー

のサステナビリティに関する取組状況の確認を行っています。主要な一次サプライヤーに対し

ては、グローバル・コンパクト・ネットワーク・ジャパン（GCNJ）のセルフアセスメント質問表

（SAQ）の評価項目に基づき、取組状況の評価・リスク分析を行っています。リスクがあると判

定されたサプライヤーに対してはコミュニケーションをとりながら、是正に向けた活動の支援、

モニタリングを実施します。2024年度は4社に対して実地監査を実施し、個別項目への対応

状況に関する詳細なヒアリングを行いました。

なお、「TMEICグループ資材調達基本方針」及び「TMEIC CSR調達ガイドライン」の要

求事項に対して、実現や改善に向けての取組が不十分と認められるサプライヤーとは、取引関

係を解消する場合があります。

2023年度 2024年度 2025年度
目標 80% 90% 100%

実績 71.1% 94.6% -

実地監査実績 - 1.9％（4社） -

■セルフアセスメント質問表（SAQ）回収状況� （対象：TMEIC）

サプライヤーとのコミュニケーション
「TMEICグループ資材調達基本方針」及び「TMEIC CSR調達ガイドライン」の考え方につ

いて、サプライヤーの皆様にご理解・ご賛同いただくことを目的として、生産状況説明会を各

生産拠点（府中・京浜・神戸・長崎）で毎年実施しています。説明会では今後の生産動向の共

有に加えて、サステナブル調達活動の推進に向けたBCP （事業継続計画）活動支援や、環

境・化学物質規制管理、人権への取組、コンプライアンス遵守（法令順守、輸出管理、情報セ

キュリティ管理）について、協力をお願いしています。説明会後には参加いただいたサプライ

ヤーにアンケートを実施し、密なコミュニケーションを図っています。

■生産状況説明会参加社数� （対象：TMEIC）

2022年度※ 2023年度 2024年度
府中事業所 - 99社 107社

京浜工場 - 53社 67社

神戸事業所 - 82社 99社

長崎事業所 - 80社 76社

府中事業所での説明会 ※2022年度は新型コロナウイルスによる影響により未実施。

サプライチェーンとのVA活動とインセンティブ
原価低減活動、VA(Value Analysis)を通した品質向上、納期の維持、素材のリサイクル

や材料の使用量削減などによる環境に対する負荷低減やGHG排出量削減の実現に向けた活動

をサプライヤーと一体となって実践しています。

また、多大なるご協力をいただいたサプライヤーに対する表彰制度を設けています。選考に

おいては社内規程で定められた独自の定量的な効果金額基準及び１年間の実績（VA成果）を

踏まえて決定し、資材調達部門責任者が直接感謝の意をお伝えする形で表彰状を贈呈していま

す。サプライヤーとの信頼関係強化を図ることで、サステナブルな社会の実現に向け共同で活

動を進めてまいります。

表彰名 表彰基準
ＶＡ優秀賞

VA成果により、TMEICに貢献したサプライヤーへ授与
ＶＡ努力賞

表彰状
独自の損益改善活動やサステナビリティに関する活動などにより、
TMEICに貢献したサプライヤーへ授与

感謝状 価格・品質・納期面での協力により、TMEICに貢献したサプライヤーへ授与

（対象：TMEIC）

2023年度 2024年度 2025年度
目標 80% 90% 100%

実績 83.4% 94.7% -

■ TMEIC CSR調達ガイドライン同意状況
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社内教育の推進
調達プロセスの再確認、関連法令（独占禁止法・下請代金支払遅延など防止法・下請中小企

業振興法、関税法など）の遵守、サステナブル調達の取組の強化、コンプライアンス遵守を目

的に、2022年度より資材調達業務を遂行する国内従業員全員に対する対面によるリカレント

教育を実施し、遵守徹底のための指導・教育を継続的に行っています。

2022年度 2023年度 2024年度
受講率 100% 100% 98.6%

■資材調達部員に対する教育� （対象：TMEIC）

また、毎年各海外拠点の資材調達責任者による会議を開催しています。その中でサステナブ

ル調達に関するセッションを設け、各拠点の活動情報・指導情報を共有し、TMEICグループ全

体でサステナブル調達に対する従業員の意識向上を図っています。

グローバルパートナーシップの強化
ビジネスのグローバル展開に伴い、サプライヤーのグローバル化も進んでいます。各海外現

地法人の資材調達部門と連携し、現地・海外調達の最適化を推進するとともに、地産地消によ

る地域貢献にも取り組んでいます。

■主要地域における現地調達比率(2024年度)

アメリカ

現地調達

43%
海外調達

57%

インド

現地調達

56%
海外調達

44%

中国

現地調達

67%
海外調達

33%

３．責任ある鉱物調達の取組

責任ある鉱物調達方針・体制の構築
TMEICグループでは、コンゴ民主共和国及びその周辺国、その他紛争地域並びに高リスク

地域（CAHRAs）※1における武装勢力の人権侵害や環境破壊などを重大な問題と捉え、これ

らの非人道的行為を助長、加担することのないよう、鉱物調達における報告・管理体制を構築し、

責任ある鉱物調達に取り組んでいます。「OECD紛争地域及び高リスク地域からの鉱物の責任

あるサプライチェーンのためのデュー・ディリジェンス・ガイダンス」を参考に、Responsible 

Minerals Initiative（RMI）が提供するConflict Minerals Reporting Template（CMRT）

やExtended Minerals Reporting Template（EMRT）などの国際的に認められたツール

を活用し、サプライヤーに対して、対象鉱物※2の原産地や製錬業者の特定などのサプライチェ

ーンに関する調査を要請しています。調査結果については適切な情報開示を行っています。サ

プライヤーから頂いた調査結果において、ハイリスク製錬所からの調達が確認されたサプライ

ヤーについては是正措置(RMAP※※3認証取得製錬所への切り替え要請など)、追加調査を依頼

しています。是正措置に応じないサプライヤーへは取引の停止検討などの措置を行い、サプラ

イチェーンの透明化を図っていきます。また、生産状況説明会などを通して方針の理解を深め、

調査精度向上のための取組要請を行っています。

※1 Conflict-Affected High-Risk Areasの略称
※2 当該地域において採掘される金、錫、タンタル、タングステン、コバルト、マイカなど
※3 Responsible Minerals Assurance Processの略称、RMIが構築した責任ある鉱物保証のしくみ
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■ 鉱物調達管理体制

TMEICグループは責任ある鉱物調達を推進するための体制を構築しています。この体制では、

資材調達部門が主体となり、サプライヤーへの調査により鉱物の原産地に問題がないことを確

認し、問題のある製錬所のサプライチェーンからの排除呼びかけや、調達部品の特定などの取

組を行っています。責任ある鉱物調達のための取組は資材調達部門の業務マニュアルにも掲載

し、全資材調達部門員への教育も継続的に実施しています。

TMEIC

顧客

資材調達部門

サプライヤーBサプライヤーA サプライヤーC

製造部門 販売部門サステナビリティ委員会

サステナブル調達
分科会

3TGなどの含有確認

調達・啓発

情報共有

啓発・情報提供

相談

顧客の要請の確認

紛争鉱物リスクの特定・評価実績
TMEICグループは、責任ある鉱物調達方針に従い、RMIが提供するCMRTやEMRTなど

の国際的に認められたツールを活用した紛争鉱物リスクの特定・評価を行っています。2024

年度は、金、錫、タンタル、タングステンについては84.7%の回答を、コバルト、マイカにつ

いては100％の回答を得ました。

回答情報を分析した結果をもとに、リスクが確認されたサプライヤーについては製錬所の切

り替え要請などの是正措置を実施し、リスクの低減を行います。

2023年度 2024年度
調査対象 79社 111社

回答率 83.5% 84.7％

特定製錬所数 235ヶ所 647ヶ所

※対象鉱物：金、錫、タンタル、タングステン

■CMRT� （対象：TMEIC）

2023年度 2024年度
調査対象 11社 19社

回答率 81.8% 100%

特定製錬所数 77ヶ所 102ヶ所

※対象鉱物：コバルト、マイカ

■EMRT� （対象：TMEIC）

４．サプライチェーンにおけるBCP

サステナブル調達の一環として、自然災害などによる調達リスクへの備えを強化しています。

特に近年は、地理的、環境的な不確実性が高まり、サプライチェーンにおけるBCPの整備が

一層重要となっています。このような状況を踏まえ、TMEIC資材調達部門において、マルチソ

ーシングやサプライヤーとの連絡網の整備、製造拠点の分散、戦略在庫の保持、代替品の検

討などを推進しています。また、サプライヤーに対しても、製造体制のBCP強化、災害発生

時の影響有無の迅速な報告について、継続的に支援をお願いしています。

今後も、安定供給に向けた体制の整備、取組の高度化を通じて、サステナブル調達の推進

を継続していきます。

５．サプライヤー様通報制度

TMEICグループでは、TMEICグループの役員・従業員が、調達などの取引に関して法令・

規則、「TMEICグループ行動基準」、「TMEIC資材調達基本方針」、「TMEIC CSR調達ガイド

ライン」、あるいはサプライヤーとの個別契約、企業倫理などから逸脱している場合、又はそ

の疑念がある場合に、その旨をサプライヤーから通報していただくため、「サプライヤー様通報

制度」を開設しています。

通報は「サプライヤー様通報フォーム」（https://www.tmeic.co.jp/contact7/）及び電

話にて受け付けており、通報フォームは24時間/365日通報可能です。通報内容は、TMEIC

の通常の調達取引に関与しない担当部門にて受信し、原則としてご通報者に事実関係の調査進

捗などをメール又は電話にて５営業日以内にご連絡いたします。調査の結果、是正措置が必要

な場合には迅速に対応を図ります。原則として実名での通報をお願いしていますが、匿名での

通報も可能です。公益通報者保護法など関連法規に則り通報した方の個人情報は、ご本人の承

諾を得ない限り、「サプライヤー様通報制度」事務局外のものに開示されないほか、通報内容

は厳正に取り扱い、通報したことを理由としてご通報者及びその勤務先に対して、不利益な取

扱いを行いません。

また事務局担当者に対し公益通報者保護法に準拠した研修の受講を義務付けています。
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品質・信頼性・安全性の確保

品質管理
TMEICは全社品質方針を定め、社長を最高責任者、CTO（Chief Technology Officer）

を管理責任者とする品質マネジメント体制を構築・運用し、お客様視点での継続的な品質改善

に努めています。全社品質方針に基づいた全社品質目標を年に2回設定し、その目標に則って

各部門がより具体的な目標及び計画を策定して活動を展開しており、活動結果は年に2回開催

するマネジメントレビュー会議で評価し、改善につなげています。また、全社技術品質会議を

毎月開催し、社内における情報共有を強化しています。製品安全に関しては CPL※対応規程を

定め、使用者などから製品及びサービスに関する CPL事故などの連絡を受けた社内部門は、

必要な情報提供を行うとともに、その結果に基づき製品回収や注意喚起、警告表示などの適切

な措置を行うことを講じています。

なお、TMEIC及び全海外製造拠点において品質マネジメントシステムの国際規格である 

ISO9001の適合認証を取得しています。

※CL（契約に基づく品質保証責任）とPL（製造物責任）を合わせた略称。

■ ISO9001認証取得事業所一覧

取得拠点

国内
株式会社TMEIC（適用範囲：本社、府中事業所、京浜工場、神戸事業所、長崎事業所、赤穂工場、
KTC（神戸テクノロジーセンター））

海外

・TMEIC Corporation Americas（適用範囲：Katy工場、Westport工場他）
・TMEIC China Corporation 
・TMEIC Industrial Systems India Private Limited（適用範囲：工場）
・Guangzhou TMEIC Baiyun Power Electronics Company, Limited

全社品質方針

1. 品質コンプライアンスの遵守を最優先として活動を推進する。
2.「 CX (Customer Experience) の価値向上」により、顧客満足度の向上を図る。
3. �全員参加の品質の作りこみで、製品及びサービスのライフサイクルにわたる安全性と信頼性を確保する。
4. �技術、業務プロセスの改善に向けあくなき挑戦を行い、「最良のシステム・製品及びサービスの提供」を目指す。
5. 品質問題の発生に当っては、スピーディに真因追及を行い本質的改善を図る。
6. シンプルかつ効果的な品質保証活動を展開する。

製品やサービスの品質・安全性・信頼性は、TMEICグループが社会からの信頼を得て持続的に成長していくための根幹です。TMEICは、全社品質方針に基づく品質マネジメント体制のもと、
継続的な品質改善や製品安全への対応を推進し、ISO9001認証の取得をはじめとする国際的な基準にも適合した取組を進めています。

なお、TMEIC及び全海外製造拠点において、品質マネジメントシステムの国際規格であるISO9001の適合認
証を取得しています。
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お客様満足度の向上
TMEICは、多様化するニーズに対し、安全で有用な製品・システム・サービスを提供するこ

とで、お客様満足度の向上を目指しています。お客様の設備トラブルに対する早期復旧サポー

トやアフターサービスなどのご要望に応えるべく、太陽光発電システム用パワーコンディショナ

（PV-PCS）、モータ及びモータ・ドライブ装置、受変電設備を取り扱うコールセンターを設置

しています。

さらに遠隔対応可能なグローバルリモートサービスやモータ・ドライブ・制御システムの技術

講座、予防保全メンテナンス動画を提供する会員制サービスポータルサイトなど、お客様のニ

ーズにタイムリーに応える体制を整備しています。

今後もお客様や製品特性に応じたサービスメニューを開発・整備し、お客様サービスの充実

を目指します。

顧客の健康と安全に関する取組
TMEICでは、製品及び役務に関する国内外の不適合情報について、事業部品質担当部門長

を窓口として積極的に収集しています。不適合情報を入手した際は、社内の規程に則って適切

な対応を行います。また、製品及びサービスの健康への潜在的影響について調査を実施し、

安全性の確保に努めています。

品質方針及び品質目標の運用規程
TMEICでは、品質方針及び品質重点施策の運用を定め､

不適合の発生を未然に防止するために、その原因を特定し除

去することを目的として、品質方針及び品質目標の運用規程

を定めています。

品質方針と前期の各事業部品質活動及び品質状況の評価・

分析結果を基に、管理責任者（ＣＴＯ）はTMEICの期ごと

の品質目標（品質保証活動目標）を策定し、各部門へ展開

します。目標の実施状況・目標達成状況は、部品質会議で

の定期的な報告などにより各部長が確認するとともに、その

結果を事業部品質会議で事業部長に報告します。また、内

部品質監査などでその実施状況・目標達成状況を確認、フォ

ローします。

■ TMEICと各事業部における品質方針と品質目標の相関関係

事
業
部

全
社

社長

CTO

技術統括部

事業部長

技師長

各部門

・全社品質管理責任者
・�全社品質方針・品質目標の策定・

社内展開
・全社品質会議の開催・責任者

・事業部品質管理責任者
・�事業部品質目標の策定、事業

部内展開
・全社品質会議の開催・責任者

・�全社品質関連業務の実務担当、
事務局

・ＣＴＯサポート業務

各部品質目標

事業部品質目標

全社品質方針

組織・ミッション 運用品質方針・品質目標

指示

指示・展開

指示・展開

報告

PDCAPDCA

マネジメント
レビュー

各事業部から
社長への報告

年2回

全社技術
品質会議

各事業部から
ＣＴＯへの報告

月1回

事業部技術
品質会議

各部門から事業部長への報告
月1回

指示指示 報告報告

全社品質目標
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環境データ

温室効果ガス（GHG）
■ 目標� （対象：グループ）

基準年 目標年 目標値
基準年（2020年）

温室効果ガス排出量

Scope 1及びScope 2 2020年 2030年
42％削減

（総量ベース）
Scope 1：	 2.03kt-CO₂
Scope 2：	13.78kt-CO₂

Scope 3 2020年 2030年
52.56％削減

（付加価値ベース）
23.430kt-CO₂

■ 実績� （単位：kt-CO₂、対象：グループ）

GHG排出量※1 2022年度 2023年度 2024年度
Scope 1（事業者自らによる温室効果ガスの直接排出） 2.0 1.9 1.6

Scope 2（�他社から供給された電気、熱・蒸気の使
用に伴う間接排出）※2 14 15 15

Scope 1 + Scope 2合計 16 17 17

Scope 3（Scope 1、Scope 2以外の間接排出）

　カテゴリ1（購入した製品・サービス） 1,134 1,236 1,157

　カテゴリ2（資本財） 7.5 7.9 14.7

　カテゴリ3（燃料・エネルギー関連の活動） 4.2 4.6 5.2

　カテゴリ4（輸送、配送） カテゴリ1に含む

　カテゴリ5（事業から発生する廃棄物） 1.4 0.9 0.7

　カテゴリ6（出張） 4.2 5.0 5.3

　カテゴリ7（雇用者の通勤） 1.5 1.6 1.6

　カテゴリ8（上流のリース資産） 1.0 1.2 1.1

　カテゴリ9（下流の輸送・流通） 48 44 53

　カテゴリ10（販売した製品の加工）※3 - - -

　カテゴリ11（販売した製品の使用） 21,085 31,403 25,821

　カテゴリ12（販売した製品の廃棄処理） 3.3 2.3 3.6

　カテゴリ13（下流のリース資産）※3 - - -

　カテゴリ14（フランチャイズ）※3 - - -

　カテゴリ15（投資） 0.0 0.0 0.0

Scope 3合計 22,290 32,706 27,063

Scope 3合計（付加価値ベース） 0.40 0.47 0.33

※1 財務支配力基準を採用　※2 マーケットベース　※3 該当なし

エネルギー
■ エネルギー全般

対象 2022年度 2023年度 2024年度
電力消費量 グループ 34,907千kWh 36,833千kWh 37,568千kWh

都市ガス使用量 TMEIC 844千m³ 840千m³ 701千m³

LPG使用量 グループ 5t 5t 2t

石油燃料使用量 グループ 31kl 24kl 39kl

蒸気・冷熱水消費量 グループ 3,377GJ 3,625GJ 17,094GJ

総エネルギー投入量 TMEIC 282,54GJ 263,740GJ 284,768GJ

エネルギー消費原単位削減率 TMEIC 0.6 -1.2 -5.3

事業者クラス分け評価※ TMEIC Aクラス Sクラス Sクラス

※�事業者クラス分け評価制度の概要（資源エネルギー庁ウェブサイト）
https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/enterprise/overview/institution

■ 再生可能エネルギー� （対象：グループ）

2022年度 2023年度 2024年度
総消費量 3,957千kWh 6,134千kWh 7,345千kWh

　自家発電量（太陽光発電） 1,231千kWh 1,344千kWh 1,287千kWh

　購入量 2,726千kWh 4,790千kWh 6,058千kWh

再生可能エネルギーの割合※ 11％ 17％ 20％

※�グループ全体の電力消費量に対する再生可能エネルギーの割合。

水� （単位：千m³、対象：グループ）

2022年度 2023年度 2024年度
水消費量 77 78 74
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化学物質・廃棄物� （対象：TMEIC）

2022年度 2023年度 2024年度
廃棄物総重量 1,457t 2,279t 2,304t

　有害廃棄物の総重量 10t 27t 17t

　非有害廃棄物総重量 1,447t 2,252t 2,287t

回収再利用廃棄物総重量 480t 498t 486t

汚泥発生量 2t 10t 9t

廃油発生量 135t 146t 135t

廃酸・アルカリ発生量 110t 137t 61t

廃プラスチック発生量 139t 228t 270t

紙くず・木くず発生量 574t 839t 809t

金属発生量 386t 740t 667t

環境マネジメント� （対象：TMEIC）

2022年度 2023年度 2024年度
環境に関する苦情件数 0件 0件 0件

環境コミュニケーション
実施件数（説明会、交流会、
講演など）

13回 15回 15回

社会データ

従業員の構成� （対象：TMEIC）

2022年度 2023年度 2024年度

正規従業員

全体 2,287人 2,426人 2,526人

男性 ２,086人 2,209人 2,290人

女性 201人 217人 236人

有期雇用労働者

全体 459人 466人 486人

男性 355人 356人 375人

女性 104人 110人 111人

平均年齢

全体 40.7歳 40.5歳 40.1歳

男性 40.5歳 40.3歳 40.0歳

女性 43.1歳 41.8歳 41.1歳

平均勤続年数

全体 14.6年 13.9年 13.2年

男性 14.8年 14.1年 13.5年

女性 11.9年 10.9年 10.7年

退職率

全体 5.5% 4.8% 5.6%

男性 5.6% 2.8% 6.2%

女性 0% 16.7% 0%

新卒採用者
（事務系）

全体 19人 21人 24人

男性 18人 15人 19人

女性 1人 6人 5人

新卒採用者
（技術系）

全体 34人 42人 41人

男性 34人 37人 39人

女性 0人 5人 2人

新卒採用者
（技能系）

全体 20人 21人 24人

男性 20人 20人 22人

女性 0人 1人 2人

キャリア採用数 69人 113人 119人

正規雇用労働者採用数の
経験者採用比率 

54% 63% 58%
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人権
■ 取組状況� （対象：TMEIC）

2022年度 2023年度 2024年度
差別・ハラスメント
報告件数

7件 5件 9件

■ 人権教育を受講した従業員数� （対象：TMEIC）

2022年度 2023年度 2024年度

人権教育受講者数（受講率） -
2,828人

（100%）
-

※2022年度に人権方針を採択決議しており、社内への啓発目的で教育を実施。

労働安全衛生
■ 労働災害発生状況� （対象：TMEIC）

2022年度 2023年度 2024年度
業務上の負傷・死亡及び疾
病による損失日数（労働災害
強度率/LTIFR）

0.04日 0.06日 0.06日

労働災害件数 3件 1件 2件

従業員の安全衛生リスク評価
が行われた事業所拠点件数

11件 11件 11件

死亡災害件数 0件 0件 0件

死亡者数 0人 0人 0人

休業災害件数 3件 1件 2件

労働災害度数率 0.64 0.65 0.32

労働災害強度率 0.04 0.06 0.06

■ 従業員の健康状況� （対象：TMEIC）

2022年度 2023年度 2024年度
健康診断受診率 100% 100% 100%

喫煙率※ - - 22.1%

特定保健指導実施率 97.2% 96.3% 94.1%

構外電機品設置工事現場の
安全パトロール実施数

60回 70回 71回

※�2024年度より管理を開始。

■ 健康・安全基準に関する研修を受講した従業員数� （対象：TMEIC）

2022年度 2023年度 2024年度
新任安全衛生担当者 0人 0人 3人

新任産業医・保健師など 2人 2人 2人

一般従業員 391人 313人 332人

新任管理者 25人 23人 32人

健康・安全基準に関する
研修（安全幹事会）

5回 5回 5回

■ 安全専門研修を受講した従業員数� （対象：TMEIC）

2022年度 2023年度 2024年度
経営幹部 11人 11人 11人

安全担当者 7人 2人 3人

労働条件
■ 年休取得状況� （対象：TMEIC）

2022年度 2023年度 2024年度
年間平均取得日数 16.3日 16.9日 16.7日

年間平均取得率 63.7% 66.0% 68.5%

■ 初任給（卒業区分別）� （対象：TMEIC）

2023年度 2024年度 2025年度
高校卒 180,000円 190,000円 208,000円

高専卒 208,500円 226,000円 245,500円

大学卒 233,000円 251,000円 270,000円

大学院卒 254,000円 279,000円 298,000円

※4月1日時点のデータを集計しているため、2023年度から2025年度のデータを掲載。

労使関係
■ 組合への加入� （対象：TMEIC）

2022年度 2023年度 2024年度
組合員の比率（全体） 64.1% 61.5% 64.1%

組合員の比率（男性） 64.3% 61.5% 64.3%

組合員の比率（女性） 62.7% 62.0% 63.0%
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DE&I
■ 女性活躍推進法における目標達成率

＜女性活躍推進法における取組＞� （対象 ： TMEIC）

女性活躍推進法における目標 直近年度実績
①技術系新卒採用に占める女性比率に関し、15%以上を目標とする 5.4%

②年次有給休暇の取得率に関し、従業員平均60%以上の継続を目標とする 68.5%

＜女性の従業員比率及び女性管理職比率＞� （対象 ： TMEIC）

比率
女性従業員比率 11.5%

女性管理職比率 1.7%

� （対象：TMEIC）

2022年度 2023年度 2024年度
女性従業員比率 11.1% 11.3% 11.5%

管理職に占める女性従業員比率 1.2% 0.8% 1.7%

■ 育休取得� （対象：TMEIC）

2023年度 2024年度

子が生まれた従業員

全体 59人 93人

男性 54人 91人

女性 5人 2人

育休取得者数
（育児目的の休暇取得者数含む）

全体 47人 73人

男性 42人 71人

女性 5人 2人

育休取得率

全体 79.7% 78.5%

男性 77.8% 78.0%

女性 100% 100%

※男性の育児休業取得率には、育児目的の休暇取得者を含む。

■ 障がい者雇用� （対象：TMEIC）

2022年度 2023年度 2024年度
TMEICにおける雇用率 2.43% 2.47% 2.26%

法定雇用率 2.30% 2.30% 2.50%

■ 職場の多様性、差別及びハラスメントに関する教育� （対象：TMEIC）

2022年度 2023年度 2024年度
受講率 100% 100% 100%

キャリアマネジメントと教育
■ キャリア採用者向け研修※1� （対象：TMEIC）

2023年度 2024年度
目標数 108人 103人

受講者数（受講率）
177人※2

（164%）
103人

（100%）

※1 各年度でキャリア採用者全員を受講対象者とする。キャリア採用者向け研修は2023年度より新設。
※2 初年度は前年度入社者も任意対象としたため、2023年度は受講者数が突出している。

■ キャリアマネジメントと教育� （対象：TMEIC）

2022年度 2023年度 2024年度

管理職向け

新任管理職研修受講者数実績
フォローアップ研修受講者数実績

25人 121人※1 69人

次世代リーダー育成研修受講者数実績
(社外異業種交流型研修)

7人 8人 8人

キャリア採用者向け
入社時研修受講者数実績 -※2 177人※2

(164%)
103人

(100%)

目標値:キャリア採用者全員 - 108人 103人

マネジメント研修受講者数（マネージャー向け） 32人 129人 77人

従業員一人当たりの受講時間 5.6時間 8.9時間 8.9時間

従業員一人当たりの教育・講習会費 49,600円 64,900円 65,800円

※1 �管理職・経営職昇格2年目の社員を対象に管理職経営職フォローアップ研修を新設。初年度は過去昇格者3
年間分を対象とした為、2023年度のみ受講者数が突出している。

※2 �キャリア採用者向け研修は2023年度より新設。初年度は過年度入社者も任意対象とした為、2023年度
は受講者数が増加。

従業員エンゲージメント� （対象：TMEIC）

2019年度 2022年度 KPI 2025年度
エンゲージメント指数 56% 54% 56%以上

※�スコアは3年に一度実施する「従業員意識サーベイ」の対象6設問(「推薦意欲」「当社で働くことの誇り」「退職
志向」「転職志向」「貢献意欲」「職務満足度」)の設問に対する良好質問回答割合を記載。

※�回答を4つの区分（①非常にエンゲージしている、②エンゲージしている、③ややエンゲージしている、④エ
ンゲージしていない）に分けた際の、①～③の割合。
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情報セキュリティ
■ eラーニング教育� （対象：TMEIC）

2022年度 2023年度 2024年度

サイバーセキュリティ対策受講者数（受講率） -
2,651人

（100％）
2,568人

（100％）

不審メール対処訓練

上期
訓練対象者数 - 3,719人 3,877人

教育対象者数※ - 85人 183人

教育実施率 - 100% 100%

下期

訓練対象者数 3,546人 3,727人 3,924人

教育対象者数※ 631人 41人 176人

教育実施率 100% 100% 100%

※不審メールにあるURLをクリックしたものを対象者とし、対処訓練は年2回（3、9月）に訓練を実施している。

責任ある調達
■ 取引基本契約書締結率� （対象：TMEIC）

2022年度 2023年度 2024年度
新規サプライヤー 43社 34社 28社

取引基本契約書
締結率

100％ 100％ 100％

■ TMEIC CSR調達ガイドライン同意状況� （対象：TMEIC）

2023年度 2024年度 2025年度
目標 80% 90% 100%

実績 83.4% 94.7% -

■ セルフアセスメント質問表（SAQ）回収状況� （対象：TMEIC）

2023年度 2024年度 2025年度
目標 80% 90% 100%

実績 71.1% 94.6% -

実地監査実績 - 1.9%（4社） -

ガバナンス
■ 取締役会� （対象：TMEIC）

2022年度 2023年度 2024年度
構成人数

（社外監査役数）
12人

（3人）
10人

（3人）
10人

（3人）

開催回数 7回 8回 12回

執行役員数 12人 13人 11人

コンプライアンス
■コンプライアンス教育� （対象：TMEIC）

2022年度 2023年度 2024年度
営業コンプライアンス教育
対象者数（受講率）

2,462人
（100％）

2,554人
（100％）

2,649人
（100％）

リスク相談ホットライン
教育対象者数（受講率）

2,462人
（100％）

2,554人
（100％）

2,649人
（100％）

輸出管理一般教育
対象者数（受講率）

2,241人
（100％）

2,283人
（100％）

2,605人
（100％）

「TMEICグループ行動基準」
教育対象者数（受講率）

2,644人
（100％）

2,843人
（100％）

2,648人
（100％）

■ 内部通報件数� （対象：TMEIC）

2022年度 2023年度 2024年度
内部通報報告件数 16件 9件 12件

■ 事案発生件数� （対象：TMEIC）

2022年度 2023年度 2024年度
重大な独占禁止法及び
贈収賄事案の発生件数

0件 0件 0件

法令違反件数 0件 0件 0件

ガバナンスデータ
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■ 生産状況説明会参加社数� （対象：TMEIC）

2022年度※ 2023年度 2024年度
府中事業所 - 99社 107社

京浜工場 - 53社 67社

神戸事業所 - 82社 99社

長崎事業所 - 80社 76社

※2022年度は新型コロナウイルスによる影響により未実施。

■ 資材調達部員に対する教育� （対象：TMEIC）

2022年度 2023年度 2024年度
受講率 100% 100% 98.6%

■ 紛争鉱物リスクの特定・評価実績� （対象：TMEIC）

2023年度 2024年度

CMRT※1

調査対象 79社 111社

回答率 83.5％ 84.7％

特定製錬所数 235か所 647か所

EMRT※2

調査対象 11社 19社

回答率 81.8％ 100％

特定製錬所数 77か所 102か所

※1 対象鉱物：金、錫、タンタル、タングステン
※2 対象鉱物：コバルト、マイカ
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会社概要

社名：	 株式会社TMEIC

本社：	 〒104-0031 東京都中央区京橋3-1-1

	 東京スクエアガーデン

代表者：	 川口　章

創業：	 2003年10月1日

資本金：	 150億円

出資比率：	 東芝50%：三菱電機50%

グループ売上高：	 3,602億円

グループ従業員数：	 5,272名

事業内容

製造業プラント向けを主体とした産業システム・電機品の販売、及び再生可能エネルギーシステムなどの環境エネルギーシステ

ムの販売、エンジニアリング及び工事・サービス監視制御システム、パワーエレクトロニクス機器及び回転機の開発・製造

代表的な製品・技術・サービス ：

(1) 産業システム・電機品（監視制御システム、モータ・ドライブシステム、受変電システム）

(2) 再生可能エネルギー関連システム（太陽光発電用（PV）、風力発電用、蓄電用など）

(3) パワーエレクトロニクス機器（ドライブ装置、各種パワーコンディショナ（PCS）、無停電電源装置（UPS）、電力変換装置）

(4) 回転機（大容量電動機、中小容量発電機など）

企業情報 (2025年3月末時点)

グローバル売上高
3,602億円
（2024年度）

納入実績国
・地域数

約130

海外売上
比率

%54
日本

46%

北米

27%

アジア

10%

中国

10%

欧州1％
中東4％ その他2％

カ
国

府中事業所

長崎事業所

赤穂工場

本社

京浜工場

神戸事業所

KTC（神戸テクノロジーセンター）

仕向け地別売上高構成比
■ 納入実績国・地域別の売上比率

高品質で先進的なTMEICの製品・サービスは、国内外の市場へ多く納入されて
います。
海外売上比率は50％を超えており、さらなるグローバル事業拡大を目指します。

国内ネットワーク国内拠点
拠点

本社

北海道営業所

千葉営業所

北陸営業所

中部支店

関西支店

岡山営業所

中四国支店

山口営業所

四国営業所

九州支店

長崎営業所

府中事業所

京浜工場

神戸事業所

長崎事業所

KTC（神戸テクノロジーセンター）

赤穂工場
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海外ネットワーク
会社名 本社

北米 TMEIC Corporation Americas ヒューストン（アメリカ）

南米 TMEIC Sistemas Industriais da América do Sul Ltda. サンパウロ（ブラジル）

欧州

TMEIC Europe Ltd. ロンドン（イギリス）

TMEIC Europe Italia S.r.l. バリ（イタリア）

TMEIC Europe Germany GmbH. デュッセルドルフ（ドイツ）

TMEIC Port Technologies, S.L.U. バレンシア（スペイン）

中国

TMEIC China Corporation 北京（中国）

Guangzhou TMEIC Baiyun Power Electronics Co., Ltd. 広州（中国）

ASIIC-TMEIC Industrial Systems (Dalian) Co., Ltd. 大連（中国）

韓国 TMK Co., Ltd. 浦項（韓国）

アジア

TMEIC Asia Pte. Ltd. シンガポール（シンガポール）

PT. TMEIC Asia Indonesia ジャカルタ（インドネシア）

TMEIC Asia (Thailand) Co., Ltd. バンコク（タイ）

TMEIC Asia (Vietnam) Co., Ltd.  ホーチミン（ベトナム）

TMEIC Industrial Systems India Private Ltd. ベンガルール（インド）

豪州 TMEIC Process Technology Application Centre Pty Ltd. メルボルン（オーストラリア）

中東 TMEIC Middle East Branch ドバイ（アラブ首長国連邦）

� 2025年9月末時点

パワーエレクトロニクス工場

パワーエレクトロニクス工場モータ工場

米国・ヒューストン

インド・ベンガル―ル

中国・広州 中国・上海

パワーエレクトロニクス工場 パワーエレクトロニクス工場

DUSSELDORF

KOLKATA

販売拠点
製造拠点
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